


 
  



 
 

川崎市総合計画 第 2 期実施計画 案について 

川崎市総合計画は、本市がめざす都市像やまちづくりの基本⽬標を定め

た「基本構想」と、基本構想に定める５つの基本政策を体系的に推進する

ために政策の⽅向性を明らかにする「基本計画」、これらのビジョン・⽅向性

に基づき、中期の具体的な取組や⽬標を定める「実施計画」で構成されて

います。平成 29（2017）年度  第１期実施計画 最終年度    

め、平成 30（2018）年度  平成 33（2021）年度   ４年間 

計画期間とする第２期実施計画の策定に向けて、取組を進めています。 

 

平成 29（2017）年 8 ⽉には、「川崎市総合計画 第 2 期実施計画 

基本的な考え⽅」、11 ⽉には、「川崎市総合計画 第 2 期実施計画 素

案」を取りまとめ、パブリック・コメント⼿続等を通じて、市⺠ 皆様 御意⾒

をいただいてまいりました。 

 

「第２期実施計画 案」は、これまでの計画策定作業を踏まえ、予算編

成作業とも連携しながら取りまとめた今後４ 年 具体的 施策内容  

いて、「平成 30 年度予算案 及  ⾏財政改⾰第 2 期プログラム案」ととも

に公表するものです。 

 

今後は、予算案等の議会での審議を踏まえ、平成 30（2018）年 3

⽉末に「第 2 期実施計画     策定 公表 ⾏     

 

 

 

 

 

 

 

 



 
る予定です。   
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１ 総合計画の趣旨 

川崎市総合計画（平成 28（2016）年 3 ⽉策定）は、⼦どもたちの笑顔があふれ、⾼齢者や障害者等、

誰  社会 貢献    ⽣    持       産業都市   ⼒強 発展 続        成⻑ 成熟

が調和し、誰もが幸せを感じられる川崎をめざし、「安⼼のふるさとづくり(成熟)   ⼒強 産業都市   (成⻑)」

の調和により、市政をバランスよく進めるために、策定したものです。 

  計画 趣旨 基    成⻑ 成熟 調和   持続可能 最幸
※

のまち かわさき』の実現をめざします。 

※「最幸」とは…川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという思いを込めて使⽤しています。 

 

２ 計画の構成 

総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の3層構造としており、実施計画のローリングにより、社

会経済状況の変化等に柔軟に対応していきます。 

   基本構想 掲     都市像等 実現      中⻑期的 課題等 踏     成⻑   成熟 

のまちづくりに向けて、効果的な取組の考え⽅を明らかにする「かわさき 10 年戦略  設定  戦略的      

を進めていきます。 
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３ 計画期間 

「基本構想」は、今後 30 年程度 展望  本市    都市像        基本⽬標 5 つの基本政策を

定めるものです。 

「基本計画」は、今後概ね 10 年間 対象     基本構想  定  5 つの基本政策を体系的に推進する

ために、23 の政策及び、その⽅向性を明らかにするものです。 

「実施計画」は、これらのビジョン・⽅向性に基づき、中期の具体的な取組を定めるもので、第２期実施計画の計

画期間は平成 30（2018）年度  平成 33（2021）年度まで ４ 年       
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４ 基本構想で掲げる「めざす都市像」及び「まちづくりの基本⽬標」等 

                                        

1 生命を守り生き
生きと暮らすこと
ができるまちづくり

1 災害から生命を
守る

2 安全に暮らせる
まちをつくる

3 水の安定した
供給・循環を
支える

4 誰もが安心して
暮らせる地域の
つながり・しくみ
をつくる

5 確かな暮らしを
支える

6 市民の健康を
守る

2 子どもを安心して
育てることのできる
ふるさとづくり

1 安心して子育て
できる環境を
つくる

2未来を担う人材
を育成する

3 生涯を通じて
学び成長する

3 市民生活を豊か
にする環境づくり

1 環境に配慮した
しくみをつくる

2 地域環境を守る

3 緑と水の豊かな
環境をつくりだす

4 活力と魅力あふ
れる力強い都市
づくり

1 川崎の発展を
支える産業の
振興

2 新たな産業の
創出と革新的な
技術による生活
利便性の向上

3 生き生きと働き
続けられる環境
をつくる

4 臨海部を活性化
する

5 魅力ある都市
拠点を整備する

6 良好な都市環境
の形成を推進
する

7 総合的な交通
体系を構築する

8 スポーツ・文化
芸術を振興する

9 戦略的なシティ
プロモーション

5 誰もが生きがいを
持てる市民自治の
地域づくり

1 参加と協働に
より市民自治を
推進する

2 人権を尊重し
共に生きる社会
をつくる

５つの基本政策と 23 の政策

※「最幸」とは‥川崎を幸せのあふれる
「最も幸福なまち」にして
いきたいという思いを込
めて使⽤しています。 

基 

本 

計 

画 

まちづくりの基本目標 

「安心のふるさとづくり」            「力強い産業都市づくり」  

※23 の政策の下に、「実施計画」に位置づけられた 73 の「施策」と約 610 の「事務事業」が連なります。 

政 策 体 系 

基 

本 

構 

想 
めざす都市像 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」 
※ 
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５ 計画策定      基本認識 

本市は、変化の激しい社会経済状況の中で、⾃治体として⼤きな転換期を迎えています。総合計画では、

 将来 ⾒据  乗 越         課題    早 対応        積極的 活⽤   川崎  

テンシャル」を最⼤限に活⽤し、「新たな⾶躍に向けたチャンス」を的確に捉え、取組を進めることとしています。 

第２期実施計画では、こうした継続し 課題 改  整理  上  第１期実施計画策定以後 ⽣  

社会環境や都市環境の変化による新たな課題にも対応するなど、計画的な取組を推進します。 

 

（１）将来 ⾒据  乗 越         課題 

① 少⼦⾼齢化 更  進展 ⼈⼝減少  転換 ⽣産年齢⼈⼝ 減少 

⽇本の総⼈⼝について、平成29（2017）年の「⽇本の将来推計⼈⼝」では、⼈⼝減少 速度 前回

実施された推計と⽐較してやや緩和されたものの、減少局⾯に⼊っていることは依然として変わらない状況と

なっています。 

また、平成 27（2015）年  平成 77（2065）年     約 3,900 万⼈（約 30.7%）もの総

⼈⼝の減少 ⾒込        ⽣産年齢⼈⼝ 年少⼈⼝ ⼤幅 減少  ⼀⽅  ⾼齢⼈⼝   

横   推移  ⾼齢化率 27%から 38% 上昇  ⾒込 となっています。 

⼀⽅、平成 29（2017）年 ⾏  本市  将来⼈⼝推計    少⼦⾼齢化    進展  平成

42（2030）年  ⼈⼝ 増加  後 ⼈⼝減少 転換     結果         

これは、平成 26（2014）年 ⾏   前回  将来⼈⼝推計  ⽐較   ⼈⼝     時期 変

わりませんが、駅周辺を中⼼とした拠点開発の進捗等を要因として、⼈⼝ピーク値は 6.5 万⼈の増加となっ

        年少⼈⼝については、出⽣数 微増傾向 続  ⾃然増 ⾒込          ピーク

の時期は、前回推計より15年先 平成42（2030）年       減少局⾯ ⼊ 時期 15年遅 

る結果となっています。 

さらに、基本構想で展望する今後 30 年間 ⼈⼝構成等 主 変化     平成 32（2020）年 

は本市でも「超⾼齢社会（⼀般的には 65 歳以上 ⼈⼝⽐率 21%を超えた状態とされています。）」

が到来するとともに、⼈⼝のピークとなる平成42（2030）年 経  平成72（2060）年  現役世代

約 1.5 ⼈で 1 ⼈ ⾼齢者 ⽀  状況      ⾒込      

    現状、全国的に⼈⼝が減少に転じる中、本市は、⾸都圏の中⼼ 位置  ⽴地優位性 交通利便性

に加え、豊富な⽂化芸術資源      川崎 魅⼒  多  ⼈々 選     要因    活⼒  

都市として⼈⼝の増加が続き、その結果、平成 29（2017）年４⽉  150 万⼈を超えることとなりまし

  将来⼈⼝推計   少⼦⾼齢化 進展 将来的 ⼈⼝減少  転換 ⽣産年齢⼈⼝ 減少 予

測されていますが、今後も継続した住みよいまちづくりに向けた取組が求められています。 

 

 
〔本市の将来⼈⼝推計のポイント〕 

○平成 32(2020)年‥ 超⾼齢社会の到来」 

○平成 37(2025)年‥ ⽣産年齢⼈⼝ 減少    

「団塊の世代が 75 歳超」 

○平成 42(2030)年‥ 本市 ⼈⼝ 減少   

 年少⼈⼝が減少へ」 ※ 前回推計時 H27（2015） 

○平成 72(2060)年‥ 現役世代 1.5 ⼈で 1 ⼈の⾼齢者を⽀える社会」  

① 少⼦⾼齢化 ⼈⼝減少  転換 ⽣産年齢⼈⼝ 減少 

※ 前回推計時 H67（2055） 
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② ⾼齢化の現状と「超⾼齢社会」に向けた対応 

本市⼈⼝ 増加 平均寿命 伸⻑    平成 32（2020）年   ⼈⼝ 約 21％が 65 歳以上と

なり「超⾼齢社会」を迎えるなど、⾼齢者⼈⼝ ⾼齢化率 増加 上昇傾向       

さらに、ひとり暮らし⾼齢者、⾼齢者夫婦のみの世帯が、過去 25 年間 約４ ５倍 要介護・要⽀援

認定者      過去５年間 ２割増加     ⽀援 必要   ⾼齢者 増加 ⾒込  ています。

特に、⾼齢者は 80 歳を越えると、要介護・要⽀援認定を受ける割合が⾼くなる傾向があり、本市は全国的

な傾向よりも、65 歳以上 各年代において⾼い認定率となっています。 

このため、誰もが住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けることができる⾃助・互助・共助・公助のしくみづくり

 中       健康    要介護度 改善 維持に向けた取組が求められています。 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○平成 32（2020）年  超⾼齢社会  迎  後    30 年後   市⺠ 3 ⼈に１⼈が

65 歳以上の⾼齢者 

○⾼齢者⼈⼝とともに、ひとり暮らしや⾼齢者夫婦のみの世帯も増加 

○要介護・要⽀援認定者数の増加や⾼齢者の各年代で、全国平均よりも⾼い要介護・要⽀援

認定率 

○誰もが住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けることができるしくみづくり 

② ⾼齢化の現状と「超⾼齢社会」に向けた対応 

現在、⽇本 諸外国 例 ⾒       ⾼齢化 進⾏       

⽇本全体の 65 歳以上の⼈⼝は、現在 3,300 万⼈を超え（およそ国⺠ 4 ⼈に 1 ⼈）、平

成 54（2042）年の約 3,900 万⼈でピークを迎えた後も、⼈⼝割合は増加し続けることが予想

されています。このような状況の中、団塊の世代（約 800 万⼈）が 75 歳以上となる平成 37

（2025）年以降 、国⺠ 医療 介護 需要 、   増加     ⾒込      。 

地域で疾病を抱えながら⽣活する⾼齢者等の増加に対し、医療     、これまでの「病院完

結型の治す医療    地域完結型 治し ⽀  医療       求         看護・介護

・福祉・⽣活⽀援などを含めたケアが、地域において⼀体的に提供されることが求められています。 

「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」より 
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③ ⼦   若者 取 巻 環境 変化 

本市の 18 歳未満の⼦どもがいる世帯数は増加傾向にある中、直近の状況では、親が共に働いている世帯

が半数を超えるなど、⼦育て世帯の就労状況に⼤きな変化が⽣じています。このような共働きの⼦育て世代の

増加に伴い、就学前児童数は微増であるのに対し 保育所等利⽤申請者数    10年 約２倍になるな

ど、今後も保育    ⾼   続  ⾒込        

また、我が国において、社会の中で相対的に低い所得の⽔準で暮らす⼦どもの割合を意味する「⼦どもの貧

困率  、直近の調査ではやや改善したものの、依然として上昇傾向にあり、世帯間の経済状況の格差の拡

⼤が⽰唆されています。 

経済的な環境以外にも、⼦   若者 健全 成⻑ 促 「⽣活の充実感」については、家庭、学校、地域

等のうち、⾃分にとって居⼼地 良  居場所」であると感じる場の数が多い者ほど、⽣活が充実しているという

調査結果もあることから、⼦ども・若者 孤⽴  守  成⻑ ⽀援     居場所 必要性が⾼まっていま

す。 

こうした状況の中、多様化する⼦育て世帯の    適切 対応  には、就労と⼦育てを両⽴   社会

の実現に向けた⼦育て環境の整備や、さまざまな体験ができる機会の提供、さらには「⼦どもの貧困」への対応

    ⼦   若者 成⻑段階 応  切 ⽬   ⽀援 ⾏    ⼦   若者が安全・安⼼に過ごせる環

境づくりが求められています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○⼦育て世代の就労状況の変化による保育ニーズの⾼まりに対応した⼦育て環境の整備 

○「貧困の連鎖」 断 切 ための切 ⽬   ⽀援 

○⼦   若者 孤⽴  守  成⻑ ⽀援     居場所 充実 ③ ⼦ども 若者 取 巻 環境 変化 

本市では、「地域ぐるみで⼦どもたちの教育や学習をサポートするしくみづくり」や「地域のさまざま

な⽅の知識 経験 活   多世代で学ぶ⽣涯学習の拠点づくり」、「⼦どもたちに豊かな学びや

体験の機会を提供することによる学ぶ意欲の向上や豊かな⼈間性の形成」を⽬標に、学校施設を

活⽤しながら「地域の寺⼦屋」を開講しています。 

⽣き⽣きと地域で活動する⼤⼈と出会うことは、⼦どもたちが将来、⾃分がどんな⼤⼈になりたい

かを考     参考       地域 ⼤⼈ 顔⾒知     、まちで挨拶することができるよう

な関係を作ることは、⼦どもたちが安⼼して育つことができる環境づくりにつながります。 

多くの⼈との出会いやさまざまな体験を通して、認められ、達成する体験を重ねながら、⼦どもたち

が⼈と関わる⼒ ⾃   ⾃信 育んでいく場として、寺⼦屋の取組を進めています。 
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④ ⼀⼈    尊重   能⼒ 発揮   環境    

持続可能 社会 構築 向   ⼥性 外国⼈ 障害者  他        社会環境的障壁 取 払

うための法整備など、その動きが活発になっています 本市 意識調査等       障害者 働  場所 

能⼒ 発揮  機会 少    性的       対  社会的理解 低    誤解 偏⾒        

意⾒ 上位となっており 近年 法整備等 同様          社会環境的障壁 対  市⺠ 問題意

識にも現れてきています。⼈⼝減少などさまざまな社会環境の変化の中で ⼀⼈    尊重  能⼒ 発揮

できる環境の整備が必要となっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ダイバーシティ（多様性）とソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）の社会への浸透 

○さまざまな個性を活かした誰もが活躍できる環境の整備 

④ ⼀⼈    尊重   能⼒ 発揮   環境    

本市では、障害のある⼈などが⽣き⽣きと暮らす上での障壁となって

いる、私たちの意識 社会環境のバリアを取り除くことや、新しい技術で

    課題 ⽴ 向     「ムーブメント」として展開していきます。

東京2020オリンピック・パラリンピックを契機として、平成36（2024）

年の市制 100 周年 とつなげていきます。 
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⑤ 都市     ⽼朽化 有効活⽤ 

10 年後   総床⾯積    本市の公共建築物の約 74％が築 30 年以上      上下⽔道施設 

道路 橋    公園施設   含  都市     ⽼朽化  限   財源 計画的 対応    必要 

あります。 

また、公共建築物の総床⾯積については、児童⽣徒の増加に対応した⼩・中学校の整備や、市営住宅 

居室 ⾯積基準 ⾒直  伴 拡⼤などの社会状況の変化に対応した取組により、平成 19（2007）年度

から平成 28（2016）年度   10 年間 約 25 万㎡増加しています。 

     今後  整備費 維持管理経費  中⻑期    財政負担 増⼤  ⼈⼝動態等 踏    

施設等 効率的  効果的 維持管理    ⽅ 検討 進    必要       

    中  公共空間     国 地⽅公共団体等 公的 観点  ⾃ 利⽤  ⺠間 活⽤  場

合 収益⽬的 利⽤ 抑制的     公共空間利⽤     ⾼   維持管理    ⺠間資⾦活⽤

 拡⼤ 要請   ⺠間 収益活動等  開放 進       全国各地  公共空間    広告 掲

⽰や物品 販売      開催   ⾏       収益等       還元  取組 進      

す。 

本市      公共空間 活⽤     賑   交流 創出  ⺠間活⼒ 活⽤   公共施設 維

持管理 ⽅策 検討  魅⼒    持続可能       進  必要       

      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○10 年後  公共建築物の約 74％が築 30 年以上経過（平成 39（2027）年） 

○上下⽔道施設 道路等 含  都市    全体 効率的  効果的 維持管理    ⽅

の検討が必要 

○公共空間 活⽤     賑   交流 創出  ⺠間活⼒ 活⽤   公共施設 維持管

理 ⽅策 検討 必要 

⑤ 都市     ⽼朽化 有効活⽤ 

「ユニークベニュー」とは、歴史的建造物、⽂化施設や公共空間等で、会議やレセプションを開催

することで、特別感や地域特性を演出できる会場のことを⾔います。 

⼤規模なシンポジウムや展⽰会、国際会議などの誘致に⼤きな効果を発揮するユニークベニュー

は、公共空間の有効活⽤やインバウンド振興策の観点から、全国で積極的に展開されています。 

「ユニークベニュー」とは、歴史的建造物、⽂化施設、公共空間等で、会議やレセプションを開催

することで特別感や地域特性を演出できる会場のことを⾔います。 

⼤規模なシンポジウムや展⽰会、国際会議などの誘致に⼤きな効果を発揮するユニークベニュー

は、公共空間の有効活⽤やインバウンド振興策の観点から、全国で展開されています。 

⽣⽥緑地での結婚式 東扇島東公園でのロックフェス 
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⑥ 産業経済を取り巻く環境変化 

新興国 経済成⻑等    世界 占  ⽇本 ＧＤＰ    20 年間  約３分 １ 減少    

す。⼀⽅で⽇本企業の海外現地法⼈数は、⼤幅に増加しており、海外への企業進出が進んでいます。 

国 県 成⻑率        中 市内総⽣産 10 年前 ⽐  5％⾼い⽔準を維持しています。また、

本市の基幹産業である製造業では、製造品出荷額等が⼤都市中第 1 位（従業員 1 ⼈あたりの額も第 1 位）

    ⾼度 産業集積 実現       事業所数 従業者数     減少傾向 ⽰      成⻑

産業の育成により産業集積の維持・強化を図るほか、AI（⼈⼯知能）、IoT（モノのインターネット）等の次

世代技術の活⽤による経営⾰新や働き⽅改⾰への対応など、産業を取り巻く環境の変化を的確に捉え、市

内産業をさらに活性化させていくことが課題となっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

世界のＧＤＰに占める⽐率 推移

新興国 経済成⻑等    ⽇本 GDPシェア（名⽬）は20年間 約3分の1になっている。

資料 IMF, World Economic Outlook Database, April 
2017
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○医療 福祉 環境   成⻑産業 育成   市内産業 更  活性化 

○AI・IoT などの次世代技術の活⽤による経営⾰新や働き⽅改⾰などへの対応 

⑥ 産業経済を取り巻く環境変化 

平成 28（2016）年 1 ⽉にスイス・ダボスで開催された世界経済フォーラム（通称「ダボス会

議 ）   第４次産業⾰命 理解  主要        議論 ⾏      AI（⼈⼯知

能）や IoT、ロボット技術などを軸とする「第４次産業⾰命」では、あらゆるモノがインターネットにつ

ながり、そこで蓄積されるさまざまなデータをＡＩなどを使って解析し、新たな製品・サービスの開発に

つながることなどが期待されています。 

19



                        

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10

年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 
基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
⾏
管
理
・
評
価 

 

 

海外現地法⼈企業数・従業者数の推移（全国）

⽇本企業の海外⼦会社等を指す「海外現地法⼈」は、企業数・常時従業者数ともに、10年
間で⼤幅に増加しており、⽇本企業の海外進出が進んでいる。

資料 海外事業活動基本調査（経済産業省）
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市内総⽣産の推移

市内総⽣産は5.4兆円（平成26（2014）年度、名⽬）で、全国の1.1％、県の17.7％を
占める。10年間 成⻑率  国、県を上回る⽔準で推移している。

資料 川崎市市⺠経済計算

１０年前  ５％⾼ 

（国・県より⾼い）

市内総⽣産 約５兆円

（製造業の割合が最も⾼く、

約１兆円を占める）

※ 市内総⽣産 市内の⽣産活動によって⽣み出された付加価値額の合計（⽣産の過程で必要となった中間投⼊の額を除く）
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製造業における事業所数及び従業者数の推移（市）

10年間  市内 事業所数 462所（27.2％）、従業者数は7,005⼈（13.1％）減少
しており、 産業集積の維持・強化が課題となっている。

資料 ⼯業統計調査 経済    
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⑦ 災害対策や環境問題などの重要な課題 

⽇本の⾯積は世界の⾯積の１％未満であるにもかかわらず、規模の⼤きい世界の地震の約２割が⽇本の

周辺で起こっています。とりわけ、今後 30 年間 約 70％ 確率 発⽣         東海 東南海 南海

地震        ⾸都直下地震       甚⼤ 被害 想定      東⽇本⼤震災 阪神 淡路

⼤震災等の教訓を踏まえた対策が求められています。 

とくに、平成 28（2016）年４⽉ 発⽣  熊本地震   避難所運営 ⽀援物資 受 ⼊    ⽅

等多くの課題が明らかになったことなどから、それらを踏まえながら、⾃助・共助（互助）・公助の視点からの地

域防災⼒ 強化     必要       

また、ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）は、地球温暖化について疑いのない事実であるとして

おり、温室効果ガスの削減などの「緩和策」とともに、地球温暖化がもたらす気候変動に伴う災害の激甚化等

に対応する「適応策」を講じていくことが求められています。 

さらに、国連で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」では、先進国を含む国際社会全体

の開発⽬標として「持続可能な開発⽬標（SDGs）」が設定され、地⽅⾃治体を含むすべてのステークホルダ

ーの役割が重視されるとともに、「誰⼀⼈取り残さない」社会の実現を⽬指し、経済・社会・環境をめぐる広範な

課題に、統合的に取り組むことが求められています。 

     
 

 

 

  

 
○⾃然災害（⼤規模な地震災害、集中豪⾬などによる浸⽔リスク等） 

○環境・エネルギー問題（地球温暖化への対応（緩和策と適応策）、リサイクルなどの推進、⽣

物多様性の保全等） 

○持続可能 開発⽬標（成⻑ 雇⽤                   循環型社会 温暖化

対策 ⽣物多様性 保全 ⼥性 活躍 児童虐待 撲滅 国際協⼒等） 

⑦ 災害対策や環境問題などの重要な課題 

持続可能な開発⽬標（SDGs）とは、平成 13（2001）年 策定        開発⽬標

（MDGs）の後継として、平成 27（2015）年 9 ⽉の国連サミットで採択された「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平成 28（2016）年  平成 42（2030）年  

の国際⽬標であり、国際社会が、⼈間活動に伴い引き起こされる諸問題を喫緊の課題として、協

働して解決に取り組んでいくための⽬標として位置づけられたものです。 

社会全体が達成に向けて取り組むための普遍的な⽬標として、地⽅⾃治体を取り巻く課題や、

めざすべき持続可能な社会に向けたまちづくりの⽬標等と共通する点があります。 

●MDGs と SDGs の⽐較（「持続可能な開発のための 2030       ⽇本 取組  外務省国際協⼒局 ） 
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⑧ 市⺠ 主体的 取組 促  地域  互  助 合     強化 

少⼦⾼齢化 進⾏   超⾼齢社会 到来   社会経済状況 ⼤  変化    中      社会

の枠組みでは対応することが困難な問題が⽣じることが想定されます。限られた資源や財源を有効に活⽤し、

持続可能 社会 構築         ⾏政 果    役割 捉 直  上  市   直接的 市⺠ 

    提供 加   市⺠ 主体的 取組 促  地域  互  助 合     強化     求   

ています。 

従来から地域コミュニティの中⼼的な存在である町内会・⾃治会などの地縁組織が運営上の課題を抱える

中、ボランティアやＮＰＯ、企業などによる社会貢献活動も広がってきています。地域のつながりを深め、複雑

化・多様化する地域課題に的確に対応していくために、地縁組織を中⼼とする地域コミュニティの活性化ととも

に、地域を⽀える新たな⼈材の育成や、多様な活動の担い⼿が互いに連携し地域課題を解決できるしくみづく

りが求められています。 

 
 

 

  

多様な主体の協働・連携による地域課題の解決

都市化 進⾏          質 変容する中でも、少⼦⾼齢化の進展などによる地域課題
や多様 市⺠ニーズに的確 対応       市⺠ 多様 主体 ⾏政 ⼀体      
        地域社会 共 創造  市⺠共創 地域    必要となる。

●町内会・⾃治会を取り巻く環境変化

・本市の町内会・⾃治会への加⼊率は62.1%（2017（平成29）年4⽉現在）、町内会・⾃治会の活動に「良く参加している」は3％、
「たまに参加している」は14％（2016（平成28）年市⺠アンケート）となるなど、都市化の進⾏によりコミュニティの質が変容し、
町内会・⾃治会の抱える事情も様々となっており、そうした個別状況に応じた適切な活性化⽀援策が求められる。

・その⼀⽅で、⾮常に多岐にわたる分野の⾏政への各種委員等の推薦や、⾏政情報に関する広報などの⾏政依頼事務は従前のままと
なっていることが、町内会・⾃治会への過⼤な負荷となっており、このことへの抜本的な対応が課題となっている。

●互助の⼟壌作りの必要性

・65歳以上の⾼齢単⾝者は57,959⼈で、⽼年⼈⼝の5⼈に1⼈となり、5年間で23%増加している (2015（平成27）年国勢調査)。
2040（平成52）年の⾼齢化率は29%(2017（平成29）年川崎市⼈⼝推計)と推計されており、地域での⾒守りや防災について互助
の⼟壌作りが不可⽋となっている。

●気軽な参加のきっかけ、⾝近な活動の場の必要性

・社会活動・地域活動に「関⼼がある」は38%、「参加している」は22%となっているが、社会活動・地域活動に参加しない理由と
して「きっかけがない」は48% (2014（平成26）年川崎市市⺠⾃治の実態等に関する調査)であり、気軽な参加のきっかけづくり
や⾝近な活動の場が求められる。

●中間⽀援機能強化の必要性

・地域活動や市⺠活動について、求められる⽀援をより⼀層充実するための市内の中間⽀援機能の強化のほか、市⺠主導型の中間⽀援
組織が機能するような環境整備や区の中間⽀援機能の強化が課題となっている。

●区における参加と協働の取組のあり⽅検討

・区⺠会議やまちづくり推進組織について、⼩さな単位での課題解決や実践活動との連携のしくみや持続的な組織運営などに課題があ
り、区における中間⽀援機能整備と併せた検討が必要となる。（「川崎市共に⽀え合う地域づくり検討委員会」報告書）

●⾏政の対応の遅れと市⺠主導の新たなソーシャル・ムーブメント

・参加と協働の取組を進めてきたが、現在の区⺠会議やまちづくり推進組織については制度導⼊から10年以上経過しており、こうし
た取組が現状に即しているかといった検証が⾏われていない。その⼀⽅で、本市が進める取組以外にも、SNSなどを活⽤した市⺠主
導のしなやかなで⾃由なつながりによる社会的な活動が広がりを⾒せている。

資料  (仮称)今後のコミュニティ施策の基本的考え⽅」検討⽅針

  
○地域コミュニティの活性化と多様な主体との連携 

○地域⼈材の育成と多様な主体間のコーディネート機能の拡充 

⑧ 市⺠ 主体的 取組を促し、地域でお互いに助け合うしくみの強化 
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⑨ 労働環境の改善と⽣産性向上の⼀体的な実現に向けた「働き⽅改⾰」の推進 

   現在 急速 少⼦化 進⾏ 背景 ⼀   働 ⽅         課題 存在         共働

 世帯 増加       育児   家庭⽣活    男性 役割 増加           ⻑時間勤務

 休暇 取得   働 ⽅ 前提   労働慣⾏ 労働者 働 ⽅ 意識 抜本的 改⾰  男性 ⼦育

  介護  関   ⼥性 能⼒発揮 促進     仕事 ⽣活 調和 推進          取組 

求められています。 

また、労働時間について国際的にみると、⼀⼈あたりの労働時間が短い国ほど、⼀⼈あたりの労働⽣産性も

⾼いとい 相関関係       ⻑時間労働 是正 多様 働 ⽅ 労働⽣産性 向上    効果  

        仕事 ⽣活 調和 経済成⻑ ⾞ 両輪    性 年齢      誰  意欲 能⼒ 発

揮  働 環境 整      経済 活⼒ 成⻑⼒ ⾼  持続可能 社会 実現 資           

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○男性 ⼦育  介護  関   ⼥性 能⼒発揮 促進   仕事 ⽣活 調和 推進 

○誰  意欲 能⼒ 発揮  働くことができる環境の整備など、経済 活⼒ 成⻑⼒ ⾼  持

続可能な社会を実現するための取組の推進 

⑨ 労働環境の改善と⽣産性向上の⼀体的な実現に向けた「働き⽅改⾰」の推進 

◆多様 ⼥性活躍 推進 

  「⼥性 職業⽣活    活躍 推進 関  法律（⼥性活躍推進法）」が、平成 27

（2015）年 8 ⽉ 28 ⽇ 国会 成⽴           働 場⾯ 活躍      希望 

持     ⼥性    個性 能⼒ ⼗分 発揮   社会 実現      ⼥性 活躍

推進 向  数値⽬標 盛 込  ⾏動計画 策定 公表  ⼥性 職業選択 資  情報

 公表 事業主（国 地⽅公共団体 ⺠間企業等※） 義務付         

※常時雇⽤する労働者が 300 ⼈以下 ⺠間企業等     努⼒義務 

 

◆障害者等 希望 能⼒ 活   就労⽀援 推進 

平成 28（2016）年 4 ⽉ 1 ⽇に「障害者 雇⽤ 促進等 関  法律の⼀部を改正する

法律」 施⾏   雇⽤の分野における障害者に対する差別の禁⽌及び障害者が職場で働く

 当    ⽀障 改善     措置（合理的配慮 提供義務）講ずることが義務付けら

れました。 

障害   ⼈ 就労 通  社会参加 実現  地域社会 ⾃⽴  ⽣き⽣きと暮らせるよ

う、障害者雇⽤の取組を進めていくことが求められています。 

⼥性 活躍推進 関  状況等 優良 企業     厚⽣労働⼤⾂ 認定 受        制度の認定マーク（愛称「えるぼし」） 

厚⽣労働省ホームページより 
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（２）積極的に活⽤すべき川崎のポテンシャル 

川崎には、次のような優れたポテンシャルがあります。このポテンシャルを最⼤限に活かしながら、取組を進め

ます。 

 交通 物流 利便性(⽻⽥空港  近接性 充実  鉄道網 路線         川崎港 通 

 海外       ⾼度 集積  都市機能 など) 

 先端産業・研究開発機関の集積等(約 400  研究開発機関 ⾼付加価値化 進  臨海部 

重化学⼯業・素材産業、環境・エネルギー等の先端産業、殿町地区（キングスカイフロント）を中⼼

   ⽣命科学 医療分野 企業 研究機関 集積 市内 ⽴地  多様 ⼤学  連携 など) 

 豊富な⽂化・芸術資源等(「ミューザ川崎シンフォニーホール」を中⼼とした⾳楽のまちづくり、市内に数

多く存在する映像資源を活⽤した映像のまちづくり、「川崎フロンターレ」をはじめとする「かわさきスポー

ツパートナー」等との連携によるスポーツのまちづくり など) 

 ⽔と緑の豊かな⾃然環境（本市の⾃然、産業、歴史、⽂化等に深いかかわりのある多摩川、伝統

⽂化・科学・芸術など個性豊かな施設を有する⽣⽥緑地 など） 

  

市内外に対して川崎の魅⼒ 将来  ⽅向性を発信する際 活⽤  市⺠ 川崎への愛着や

誇りの醸成につなげることを⽬的として 本市 持 多彩 魅⼒ ⼀⾔ 表現  都市 将来像 

⽰すブランドメッセージを策定しています。 

 「多様 魅⼒ 持 川崎 多様性 包含        打 出    ⾚ 緑 ⻘   光 

三原⾊  川  字 構成  本市 魅⼒ 表現するとともに、交じり合うことでどんな⾊でも作り出

すことができる多様性も表現しています。 
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主要企業 研究開発機関 ⽴地状況

約400 研究開発機関 ⽴地  新川崎地区           等 研究開発機関集積
地区を有するなど、産業振興・イノベーションを推進する基盤がある。

専修大学

1

2

3

4

5

6

8

サントリー（商品開発センター）

東京応化工業（本社）

NEC（事業場、中央研究所）

三菱ロジスネクスト
（新川崎事業所）

メルセデス・ベンツR&D 川崎
（研究開発・知的財産管理）

マイコンシティ（南黒川）

ミツトヨ（本社）
キヤノン（事業所）

三菱化工機（本社）

昭和電工（事業所、融合製品開発研究所）

東芝
（研究開発センター）

キヤノン（事業所）

デイ・シイ（工場・技術センター）

第一高周波工業（工場、技術部）

日油（工場）

ANA殿町ビジネスセンター

日本触媒（製造所）

富士通ゼネラル
（本社）

1

ハリウッド（研究所、工場）

地方独立行政法人

神奈川県立産業技術総合研究所

（KISTEC（溝の口支所））

日本ロレアル

（リサーチ&イノベーションセンター）

ハーゲンダッツ（R&Dセンター）

デュポン（エレクトロニクスセンター）

4

日本ゼオン
（工場、総合開発センター）

味の素（事業所、工場、研究所）

D&Mホールディングス（本社）

新エネルギー・産業技術総合開発機構

旭化成（製造所）

JXTGエネルギー
（工場、中央技術研究所）

NUC
（工業所、研究開発部）

7

富士通
（本店、工場）

富士通研究所
（本社）

長谷川香料
（総合研究所）

三菱ふそうトラック・バス
（製作所、技術センター）

キヤノン（事業所）

聖マリアンナ医科大学

マイコンシティ（栗木）2

キヤノンアネルバ（本社）

JCU（総合研究所）

e・オータマ（試験所）

商船三井（技術研究所）

明治大学
地域産学連携研究センター

3

かながわサイエンスパーク KSP

慶應義塾大学新川崎先端研究教育

連携スクエア

4大学ナノ・マイクロファブリケーション

コンソーシアム

日本アイ・ビー・エム（研究所）

5

新川崎・創造のもり
K2タウンキャンパス
KBIC NANOBIC

ソリッドスクエアビル6

デル（本社）

ノキア（R&Dセンター）

JFEスチール（研究所）

7
テクノハブイノベーション
THINK

ゼロ・エミッション
工業団地

8

実験動物中央研究所

川崎生命科学・

環境研究センター（LiSE）

– 環境総合研究所

– 健康安全研究所

ジョンソンエンド・ジョンソン

インスティテュート

（東京サイエンスセンター）

ナノ医療イノベーションセン
ター（iCONM）

ペプチドリーム（本社）

日本メドトロニック（イノベー
ションセンター）

ライフイノベーションセン
ター（LIC）

クリエートメディック（研究開
発センター）

富士フイルムRIファーマ

（川崎PETラボ）

日本アイソトープ協会（川
崎技術開発センター）

国立医薬品食品衛生研究
所

9
殿町3丁目地区
（KING SKYFRONT）

日本電産中央モーター
基礎技術研究所

黒田精工（本社）

東芝（スマートコミュニティセンター）

三菱重工フォークリフト＆
エンジンターボHD（本社）

富士通（テクノロジースクエア）

9
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（３）新たな⾶躍に向けたチャンス 

川崎がさらに⾶躍するチャンスを最⼤限に活⽤しながら、取組を進めます。 

 国 成⻑戦略（本市全域 含 東京圏 国家戦略特区 国際             拠点  

指定 ⽻⽥空港 更  国際化 ⽔素社会 実現 向  取組 展開）  
 ⾸都圏 活⼒（東京2020オリンピック・パラリンピックに向けたハード・ソフト両⾯での環境整備、⼤

会の開催を契機とした訪⽇観光客の増加）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市     ⼒強い産業都市づくり」の中⼼の役割を担う川崎臨海部          ⽇本

 成⻑ 牽引する「産業 環境 ⾼度 調和  地域    持続的 発展      30 年後

 ⾒据  臨海部 めざすべき将来像や考え⽅ 本市 ⽴地企業等で共有し、本市のさまざまな

施策を有効に機能させていく必要があります。 

現在、有識者、企業、関係者との意⾒交換 重     めざすべき将来像とその実現に向けた

戦略 取組 ⽅向性 ⽰  臨海部      策定 取 組       

「臨海部ビジョン（素案）」より 
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0 10 20 30 40 50 60 70

安全・安心な社会

おもてなしの心などの日本的価値観

伝統的な文化・芸術

自然美，景観のよさ

食文化

東日本大震災から復興した姿

地域の魅力

高い競技力やスポーツ文化

最先端の科学技術

経済活力

0 10 20 30 40 50

障がい者への理解の向上

スポーツ（障がい者スポーツを含む）の振興

空港・鉄道・道路などの交通インフラの利便性向上

バリアフリーの導入など，すべての人に優しい街づくりの促進

観光客の増加

選手の競技力の向上

日本人の国際化・マナーの向上

地域の活性化

経済波及効果や雇用の創出

競技場などの施設の整備

東京2020オリンピック・パラリンピックへの期待

世論調査     東京2020⼤会 向    障害者  理解 向上       振興 
どが期待されており、本市の「かわさき          理念      ⼈々 意識 社会
環境のバリアを取り除き、誰もが社会参加できる環境の創出が求められている。

東京2020オリンピック・パラリンピック開催で期待される効果

(%)

世界に対して⽇本の何を発信するか

資料：内閣府「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」（平成27(2015)年6月）
※上位10項目を掲載

(%)

１位 障がい者への理解
２位 スポーツ振興
３位 交通インフラ

１位 安全安心な社会
２位 日本的価値観
３位 伝統文化・芸術
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６ 未来 向  重要 節⽬   年次及      

第２期実施計画においても、引き続き、およそ 30 年後 未来 ⾒据   重要 節⽬   年次及    

ト」を踏まえた市政運営を進めます。 

 

（１） 重要 節⽬   年次及     1‥平成 32（2020）年  

 国 成⻑戦略 東京2020 オリンピック・パラリンピックなど「新たな⾶躍のチャンス」を最⼤限に活かします。」 

国 成⻑戦略 ⾸都圏 活⼒ 最⼤限 活⽤     ⼒強 産業都市   世界      姿  ⼦  

 ⾼齢者 障害者   多様 ⼈々 ⽣ ⽣  暮        ⽂化 芸術      川崎 魅⼒ 世

界 向  発信       重要        年次 

 

⇒ 主に、「新たな⾶躍に向けたチャンス」 対応  年次及      

 

 

（２） 重要 節⽬   年次及     2‥平成 36（2024）年  

「市制 100 周年 向   新  川崎 創造             進      

交通 物流 利便性  先端産業 研究開発機関 集積 豊富 地域資源     活⽤  市⺠ 企業

等  協働 取組        川崎 培     成⻑⼒   多様性  活    市        施策

 事業 計画的 進     重要        年次 

 

⇒ 主に、「積極的に活⽤すべき川崎のポテンシャル」 対応  年次及      

 

 

（３） 重要 節⽬   年次及     3‥平成 42（2030）年（平成 37（2025）年）】 

 ⼈⼝減少  転換 ⾒据   持続可能 社会 構築      

当⾯ ⼈⼝ 増加 経  総⼈⼝ ⽣産年齢⼈⼝ 減少 更  少⼦⾼齢化 進展 ⾒据   都市  

   ⽼朽化  対応  経済      化  対応 ⾃然災害 環境      問題  対応 多様 

主体 連携   持続可能 社会 構築  上  重要        年次 

 

⇒ 主に、 将来 ⾒据  乗 越         課題  対応  年次及      

 

  

総⼈⼝のピーク ⽣産年齢⼈⼝     
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※「最幸」とは…川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという思いを込めて使⽤しています。 

 

 

 

  

めざす都市像の実現に向けて 

重要        年次 視点 
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７ 都市構造と交通体系の考え⽅ 

（１）背景と現状 

本市      近隣都市 適切 役割 分担     広域

的視点 踏   各拠点 魅⼒ 創出    広域調和型  

      市内各地域 ⾃⽴ 連携    地域連携型   

づくりをバランスよく進める「広域調和・地域連携型」都市構造をめ

ざしてまちづくりを推進してきました。特に、厳しい財政状況を踏ま

え、選択と集中により、広域拠点を中⼼に都市拠点整備を推進

     駅前広場 都市計画道路   都市基盤整備 進 

      ⺠間活⼒ 活   市街地再開発事業等 推進 

より、さまざまな都市機能の集積が図られています。 

当⾯ 若 世代 転⼊     ⼈⼝増加 ⾒込      

将来 ⼈⼝減少 超⾼齢社会 到来等 ⾒据  都市構造及

 交通体系 考    住   起点    市⺠ ⽇常⽣活 

⽀える⾝近な⽣活エリアの重要性が、これまで以上に⾼まることが

予想されることから、⾸都圏における本市の位置づけや役割を踏

       ⾝近       意識  取組     進   

とが必要です。 

 

（２）今後の⽅向性 

①広域調和・地域連携型の都市構造を引き続きめざします 

⾸都圏機能 強化    魅⼒ 活⼒ 向上等        積 重          地理的優位性

 活    広域拠点  臨空 臨海都市拠点  整備等     魅⼒ 活⼒     広域調和型      

 引 続 推進     持続可能       更  推進 取 組     

   市⺠ ⾝近 ⽇常⽣活  住   起点  近隣地域  ⾝近 駅      駅周辺   鉄道

路線 沿      展開       

     市⺠ ⾏動圏域 意識       今後 少⼦⾼齢化 伴 社会的要請 ⾒据  地域課題

にきめ細やかに対応するため、「地域⽣活拠点」等の整備をはじめとした、「⾝近な地域が連携した住みやすく

暮らしやすいまちづくり」を推進します。あわせて、広域的な交通網・市域の交通網・⾝近な交通環境などの整

備 進   持続可能       向  効率的 効果的 交通体系 構築  推進     

②魅⼒ 活⼒     広域調和型      更  推進 取 組    

市⺠ ⽇常的 ⽣活       ⽣活⾏動圏   

広域的 展開  市⺠ ⾏動 産業経済活動 交通

網の整備状況や地域の特性などから、鉄道沿線を中⼼

 展開     川崎駅 臨海部周辺    川崎 ⼩

杉駅周辺    中部    北部    概 ４  ⼤

別することができます。 

    市⺠ ⾏動 産業経済活動 動向等 踏

    近隣都市拠点 役割 機能 適切 分担 補

完     都市拠点整備 推進       近隣都

市との連携や⾸都圏の都市機能を⽀える交通ネットワ

   強化   図  魅⼒ 活⼒     広域調和

型ま     更  推進 取 組   。     ●広域拠点：川崎駅、小杉駅、新百合ヶ丘駅周辺地区 
●臨空・臨海都市拠点：殿町・大師河原、浜川崎駅周辺地域 
●地域生活拠点：新川崎・鹿島田駅、溝口駅、登戸・向ヶ丘遊園駅、鷺沼・宮前平駅周辺地区 

■都市構造イメージ図 

北部エリア

中部エリア

川崎・小杉駅
周辺エリア

川崎駅・臨海部
周辺エリア 

身近な人の動きが増加 
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●広域拠点の整備 

     化 急速 進展  中  ⾸都圏 好位置 ⽴地  

鉄道 道路   恵   都市基盤 有  本市 強  最⼤

限に活かした拠点整備や、時代の変化に応じた都市機能の集

積 更新 進      都市 活⼒ ⾼ 持続可能      

を推進します。 

ａ 川崎駅周辺地区 

商業 業務 ⽂化 都市型住宅等 ⺠間活⼒ 活      

   推進  特  ⻄⼝ 中⼼  ⼤規模 ⼟地利⽤転換 適

切 誘導       東⼝ ⻄⼝駅前広場 再編 北⼝⾃由

通路等 整備   都市基盤整備 進      広域拠点  

さわしいまちづくりに取り組んできました。 

今後  京急川崎駅周辺地区 建物 ⾼経年化 進 東⼝

 既成市街地等     計画的 ⼟地利⽤誘導 既存   

  有効活⽤   ⺠間活⼒ 活   多様 都市機能 集積

 図       駅周辺 回遊性 利便性   ⼀層 向上 

公共空間を活⽤した賑わいの創出等に取り組み、本市の⽞関⼝

        広域的 集客機能 備  活⼒ 魅⼒     

まちづくりを推進します。 

ｂ ⼩杉駅周辺地区 

ＪＲ横須賀線武蔵⼩杉駅 駅前広場 道路等 公共施設 

整備     商業 業務 都市型住宅等 機能集積 推進 

      ⽼朽化  公共 公益施設 再編整備 駅近  ⾏ 

    効率的 利便性 ⾼       取 組        

今後  ⼩杉駅北側地区 国道４０９号沿道な     ⺠

間活⼒ 活 した計画的かつ段階的なまちづくりや、ターミナル駅と

   安全性 利便性 快適性向上 向  鉄道事業者等 連

携した交通機能強化に取り組み、武蔵⼩杉駅を中⼼としたさまざ

まな都市機能がコンパクトに集積する、歩いて暮らせるまちづくりを

推進します。 

ｃ 新百合ヶ丘駅周辺地区 

円滑 都市活動 ⽀  世⽥⾕町⽥線 尻⼿⿊川線   幹

線道路 整備     都市型住宅 商業等 都市機能 集積

 加  ⼤学 ⽂化 芸術施設等 ⽴地  地区 特徴 活 

したまちづくりに取り組んできました。 

今後も、豊かな⾃然環境と⽂化・芸術等の地域資源、充実した

都市機能を活かし、横浜市営地下鉄３号線延伸の進捗など周

辺環境等 変化 ⾒据  ⼟地利⽤転換 適切 誘導 ともに、

交通結節機能 強化 図  ⽂化 芸術 息  魅⼒      

りを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■広域拠点位置図 

航空写真（川崎駅周辺地区）

航空写真（小杉駅周辺地区）

航空写真（新百合ヶ丘駅周辺地区）
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●臨空 臨海都市拠点 整備 

臨海部   ⾸都圏    地理的優位性 ⽻⽥空港  近

接性、川崎港を通じた海外とのつながりなどの優れたポテンシャルが

         活   既存産業 ⾼度化 ⾼付加価値化  

研究開発機能、環境・ライフサイエンス分野など先端産業の集積・

創出 陸海空 交通結節機能 活   物流拠点形成    

で培った環境技術を活かした国際貢献などが進められています。今

後 臨海部 持続的 発展 促        取組 引 続 

推進           ⽀  都市基盤整備 ⼟地利⽤ 誘

導、拠点間の相乗効果の創出を進め、我が国の経済を牽引する

活⼒  臨空 臨海都市拠点 形成 進     

ａ 殿町・⼤師河原地域 

⽻⽥空港との近接性を活かし、キングスカイフロントを中⼼に、ラ

イフサイエンス・環境分野の世界最⾼⽔準の研究開発から新産

業を創出する拠点形成に取り組んできました。 

今後  国内外 ⾼度 研究開発⼈材 研究機関や企業の

集積を進め、また、⽻⽥空港周辺地域との連携強化や⽻⽥連

絡道路 整備    世界的 成⻑戦略拠点 形成 図   

          創出等 誘発    効果 京浜臨海部 市域 波及       、⽇本経済の持続

的な発展を牽引するまちづくりを推進します。 

ｂ 浜川崎駅周辺地域 

浜川崎駅周辺地域   市⺠ 事業者 ⾏政 連携 協⼒    都市型住宅 商業等 都市機能 集

積 加  路線   路線新設 ⼩⽥栄駅等 都市基盤施設 整備   計画的なまちづくりに取り組んで

きました。 

今後  ⼤規模 ⼟地利⽤転換 適切 誘導  ⾼度  最先端の研究開発や価値の創出に資する機

能転換 図    活⼒  拠点形成 向けたまちづくりを推進します。 

③⾝近な地域が連携した住みやすく暮らしやすいまちづくりを推進します 

市⺠⽣活  住   起点   町内会 ⾃治会   地域 

基礎的な単位である「地区コミュニティゾーン」、ターミナル駅などを中

⼼   概 ⾏政区 単位    地域⽣活     及 鉄道沿

線 展開   ⽣活⾏動圏     構成        

川崎・⼩杉・新百合ヶ丘の広域拠点等の重点的整備により、商

品販売額の増加や地価の上昇など、まちづくりによる⼤きな効果が

⾒   広域拠点等     駅周辺  波及          

   ４  ⽣活⾏動圏         状況 捉  効率的  

効果的に波及効果を広げ、地域の特性 活         ⼤切

となっています。 

       波及的発展 促     超⾼齢社会 到来 ⾒

据え、地域のニーズにきめ細やかに対応するため、「誰もが安⼼して

暮   住   住  ⽅ 充実   地域⽣活拠点及 交通利

便性 ⾼ ⾝近 駅周辺          推進         

⾝近な地域間の相互の連携を促すため、公共交通を主体とした駅

      向上等  将来    市⺠ 暮   ⽀  交通  

トワークなどの強化」に取り組みます。これらにより、地域⽣活ゾーン

 更  ⾃⽴ 連携強化 沿線等 地域 相互連携 促進  

鉄道を主軸とした都市の⼀体性と都市機能の向上を図り、⾝近な

地域が連携するまちづくりを進めます。 
公共交通      

■臨空・臨海都市拠点位置図 

■広域拠点の波及イメージ 

■沿線地域の連担による波及イメージ ◎広域拠点 

航空写真（臨海部）

42



   

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10

年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 

基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
⾏
管
理
・
評
価 

●⽣活⾏動圏 各   の特徴とまちづくりの⽅向性 

拠点整備 波及効果 効率的  効果的 活⽤  地域⽣活拠点 中⼼  ４           

特性を活かした⾝近なまちづくりを推進します。 

ａ 川崎駅 臨海部周辺    

 ＪＲ南武⽀線及 京急⼤師線沿線 埋⽴地 中⼼   川崎臨海部 有  川崎区内 範囲 

・戦前からの川崎市の中⼼市街地で、京浜⼯業地帯の発展に伴って、市街化が進展した古くからの市街地と

臨海部 ⼯業地域           特  ＪＲ南武⽀線沿線は、戦災の影響が少なかったこともあり、

狭  道路 ⽊造住宅 多  ⽊造密集市街地 市域 最 集中 

・川崎区は市内で唯⼀、⾃区内への通勤が過半を占め、居住地としての特性と就業地としての特性を併せも

         近年   住 ⼯ 混在  地域 ⼯場 都市型住宅 転換 

 臨海部 川崎駅周辺  本市及 京浜⼯業地帯 発展を⽀える中で企業集積が促進し、川崎駅を中⼼

 放射状 路線         充実 

ｂ 川崎・⼩杉駅周辺エリア 

・ＪＲ南武線沿線で、幸区、中原区を含む範囲 

 戦災後 臨海部 ⼯業 発展 伴  従業者 居住地   急速 市街化 進展        狭  道

路 ⽊造住宅 多 存在 

 道路 鉄道    交通利便性 ⾼  居住地    ⼈気 世界的企業等 ⽴地  就業地       

シャルも持つエリア 

 平坦      奥⾏  狭  徒歩 ⾃転⾞  ⾝近 駅       多  

ｃ 中部エリア 

・東急東横線沿線、⽥園都市線沿線の地域で、中原区、⾼津区及び宮前区を含む範囲 

 鉄道整備 同時期 区画整理   計画的 市街地形成 進    同年代 居住者 ⼀定期間 増

加  今後 ⾼齢化 建物 ⾼経年化 同時期    急激に発⽣すること 懸念       

 ⼭坂 多  駅勢圏 ⽐     奥⾏  広  路線    駅        多  

ｄ 北部    

・⼩⽥急⼩⽥原線、多摩線沿線の地域で、⿇⽣、多摩区を含む範囲 

 計画的 形成   市街地 古    市街地及 住宅団地群 混在 

・⼤学や⽂化・芸術施設に加え、⽣⽥緑地などの⾃然環境も豊富なエリア 

 ⼭坂 多  駅勢圏 ⽐     奥⾏  広  駅   路線         多  

ＪＲ南武⽀線や京急⼤師線、地域コミュニティなど都市の発展過程で蓄積された地域資源を最⼤限に

活⽤するため、新駅の設置や交通広場等の整備を契機に、駅までのアクセスや交通結節機能の改善など、

鉄道 路線   連携等   臨海部 公共交通機能 強化 図     、臨海部 機能転換 踏 

    沿線 ⼟地利⽤転換 適切 誘導 防災⾯ 含  住環境 改善   魅⼒向上 取組 段

階的に実施      居住者 就業者 産業活動 ⽀     活⼒ 魅⼒ 持続        推進

します。 

多摩川 夢⾒ 崎公園   ⾃然環境資源    ＪＲ南武線沿線 世界的企業   ⽴地   

      ⾼            沿線 ⼟地利⽤転換 戦略的 機動的 誘導  優  産業機能 

⽣活環境の調和を図りながら駅前の顔づくりの誘導 駅        向上   ⺠間活⼒ 活   駅

 中⼼   魅⼒        推進     

鉄道駅周辺を中⼼に、沿線の都市拠点 連携   路線       充実     駅       

向上 地域特性   応  利便性向上   取 組       計画的 整備   住宅団地 多摩

川・緑地など恵まれた⾃然環境や⼤学、⽂化的施設などの地域資源と鉄道駅のポテンシャルというさまざま

な地域特性を活かした個性あるまちづくりを推進します。 

鉄道を主軸に、駅を中⼼とした多様なライフスタイルに対応できる都市機能の集積や交通結節機能の強

化     伴 路線       充実     駅        向上   図      計画的 整

備   良好 市街地、町内会や⾃治会などの地域コミュニティを活かした協働の取組による鉄道沿線のま

     推進       多摩川 等々⼒緑地   活   広域的 交流 場 形成        
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● 地域⽣活拠点の整備 

ａ 新川崎 ⿅島⽥駅周辺地区 

⺠間 ⼟地利⽤ 機動的 誘導及 市街地再開発事業等 推進    利便性 ⾼ 拠点形成 推

進します。また、「新川崎・創造のもり」を核として、引き続き、ものづくり・研究開発機能の強化を図ります。 

ｂ 溝⼝駅周辺地区 

     駅    周辺道路 交通環境 改善        歴史的 ⽂化的資源 地域 密着  商

店街などを活かした拠点の形成を推進します。 

ｃ 鷺沼 宮前平駅周辺地区 

⺠間活⼒ 活   駅前広場 再整備等    鷺沼駅周辺 中⼼ 商業 都市型住宅 ⽂化 交流 

ど多様な都市機能の集積及び交通結節機能の強化に向けた取組を推進します。 

ｄ 登⼾ 向 丘遊園駅周辺地区 

登⼾⼟地区画整理事業   安全 快適 暮   ⽀  都市基盤整備      都市機能 強化 

促進       多摩川 ⽣⽥緑地及   周辺 地域資源 活   魅⼒的 拠点 形成 推進  

す。 

④持続可能       向  効率的 効果的 交通体系 構築 推進    

ａ 広域的な交通網の整備 

⾸都圏 放射 環状⽅向 広域的 鉄道 道路網  本

市の⾻格として都市の形成を⽀えていることから、これらの既

存ストックを最⼤限に活かしながら、市内外の拠点間の連携

を推進する交通機能の強化や⾸都圏にふさわしい交通網の

形成を進めます。 

さらに、新たな⾶躍に向けた拠点形成や⾸都圏機能の強

化を図るため、国際化が進む⽻⽥空港へのアクセスの強化な

どを進めます。 

ｂ 市域の交通網の整備 

慢性的な渋滞は⼤きな経済損失を招き、環境や交通安

全 路線   運⾏   市⺠⽣活      影響 与 

            広域的 鉄道 道路網 ⼀体    

まちづくりや地域交通を⽀える機能的な市域の交通網を形成

     鉄道 連続⽴体交差化 幹線道路等 整備 推進       駅  交通結節機能 強化 

早期 効果 発現  交差点改良   効率的 効果的 取組   ⼀層推進     

■３環状９放射道路の整備状況 

中央道

横浜

さいたま

厚木

相模原
町田

成田

千葉

つくば

木更津

柏

八王子

青梅

立川

川越
牛久

春日部

鶴ヶ島
ＪＣＴ

久喜白岡
ＪＣＴ

海老名
ＪＣＴ

大栄
ＪＣＴ

東金
ＪＣＴ

木更津
ＪＣＴ

釜利谷
ＪＣＴ

三郷
ＪＣＴ

つくば
ＪＣＴ

八王子
ＪＣＴ

川口
ＪＣＴ

川崎

大泉
ＪＣＴ

■生活行動圏の地域特性 
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ｃ ⾝近な交通環境等の整備 

超⾼齢社会 到来 ⾒据  ⾝近 交通 ⼀層 充実 図    ⾼齢者 障害者  誰  利⽤  

             配慮  歩⾏者空間 整備 公共交通   利⽤環境 整備 改善 進    

   ⾃転⾞通⾏環境 整備 関係団体 警察   連携  交通安全対策 推進         細 

かな取組を進めることで、誰もが安全、安⼼、快適に移動できる交通環境の整備を推進します。 

路線  等 公共交通  駅 中⼼ 利便性 向上 交通結節機能 強化 図  利⽤促進 図   

で将来にわたる市⺠⽣活 ⽀     

駅などへの    向上 路線     対応 基本   路線       維持 充実 向   輸送需

要 ⾛⾏環境  地域特性 踏   効果的 取組 隣接都市等  連携  路線 充実   社会実験

等の⼿法も効果的に活⽤しつつ、バス事業者等と連携した取組を推進します。 

    地域住⺠ 主体          交通 取組  積極的 情報提供 技術的⽀援等 ⾏   

        送迎  等 既存資源 有効活⽤ ＩＣＴ（情報通信技術） 効果的 活⽤ 路線  

との連携など、多様な主体との連携の検討・調整など 重点的 ⾏    、幅広い観点から地域の⾜を確保

するためのさまざま ⼿法    検討 ⾏  持続可能 交通環境 整備 向   地域 特性     

応じた取組を進めます。 

⑤交通網整備の⽅向性 

ａ 道路 

⾸都圏の都市構造や経済活動を⽀えるとともに、本市の都市機能を強化する広域的なネットワークの形成

や、市内の交通混雑の解消及び沿道環境の改善、また、災害時における物資輸送を⽀  道路      

 確保    川崎縦貫道路 国道３５７号  広域的 幹線道路網整備 取組 推進     

   交通混雑 緩和 防災機能 強化 港湾貨物 円滑 輸送  臨海部 活性化 向   臨港

道路東扇島⽔江町線 整備 進       ⽻⽥空港周辺  連携 強化  ⽻⽥空港 中⼼   ⼀体

的 成⻑戦略拠点 形成 寄与  ⽻

⽥連絡道路 整備 進     

市域 交通網      都市 活⼒

を⽀え、⽇常⽣活における安全、安⼼、快

適な交通環境の構築に向け、整備を優先

  路線 厳選  整備路線 重点化 

ど、これまで以上の「選択と集中」による効

率的 効果的 道路整備 交通結節機

能の強化を推進します。あわせて、交差点

改良 踏切対策など局所的かつ即効的な

対策による早期の効果発現を図ります。 

ｂ 鉄道 

鉄道ネットワークの形成 既存鉄道路線 輸送⼒増強等   混雑緩和に向けて、鉄道事業者や他⾃治

体  連携    既存     最⼤限 活   公共交通機能 強化 図    内陸部      ＪＲ

南武線 ⻑編成化 東急⽥園都市線 

⼩⽥急⼩⽥原線の複々線化の促進及び

横浜市営地下鉄３号線延伸の協議調整、

臨海部      川崎     線及 

ＪＲ東海道貨物⽀線貨客併⽤化の検討

の取組を推進します。 

   踏切   交通渋滞 地域分断、

踏切事故 解消 向  京浜急⾏⼤師

線（⼩島新⽥駅 川崎⼤師駅間 鈴⽊

町駅すりつけ）、ＪＲ南武線（武蔵⼩杉

駅 尻⼿駅間） 連続⽴体交差化の取

組を進めます。 

■鉄道ネットワーク

■道路ネットワーク
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８ 計画の推進に向けた考え⽅ 

（１）第１期実施計画の取組や都市環境等の変化を踏まえた市政運営の推進 

本市は、平成28（2016）年度  平成29（2017）年度   ２年間 計画期間   第１期実

施計画に基づく取組を進めてきましたが、その中で⾒    課題や計画策定以後に⽣じた社会環境や都

市環境 変化等      今後 機動的 対応 ⾏ 必要       

第２期実施計画では、第１期実施計画期間の取組の成果を踏まえながら課題や環境変化にも的確に

対応  基本構想 位置   都市像    成⻑ 成熟 調和   持続可能 最幸    かわさき」

 実現      安⼼        （成熟）   ⼒強 産業都市   （成⻑）  調和       

りの基本⽬標の達成に向けて、５つの基本政策に基づく 23 の「政策」の⽅向性を踏まえながら、市政をバラ

ンスよく進めます。 

 

（２）少⼦⾼齢化などの⼈⼝構成の変化を踏まえた対応 

我が国の⼈⼝が減少する中、本市は予測を上回る⼈⼝増加が続き、平成 29（2017）年４⽉ 150

万⼈ 達     特 若年世代  選   都市    進化 続     当⾯ 若年世代 中⼼   

⼈⼝増加 続    ⾒込       ⼀⽅  平成 37（2025）年  団塊 世代 75 歳を超える

   ⾼齢者 急速 増加  中  中⻑期的  ⼦育 世代 次第 減少  出⽣数 低下     

       本市 ⼈⼝構成 ⼤  変化       ⾒込         うな変化に伴い、社会の活

⼒ 低下     懸念        

    中⻑期 ⼈⼝動態 変化 捉   当⾯ ⼈⼝増加 伴 需要  対応 将来的 訪  ⼈

⼝減少 局⾯ ⾒据  多⾯的 市政運営 求         多様 価値観 中  市⺠⼀⼈   

が互いの違いを認め合いながら、⼼の豊かさを実感できるような成熟した社会の構築と安定的で持続可能な

都市 成⻑ 好循環    活⼒  社会 実現    必要       

都市 活⼒ 持続 向   ⼦育 ⽀援 次代 担 ⼦   若者 育成 ⾼齢者 障害者など誰もが

社会で活躍   場   等 進       多世代 交流     ⽣涯 通  ⽣        健康

    賑     拠点 形成       活⼒        進        
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〔少子高齢化などの人口構成の変化への対応のイメージ〕 
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（３）多様な主体との協働・連携 

少⼦⾼齢化の進展や経済のグローバル化、⼈間関係の希薄化などを背景として、地域の課題はますます

複雑化 多様化          課題 解決 挑戦    未来  展望 切 開         市

⺠活動団体 町内会 ⾃治会          事業者 企業 ⼤学 ⾏政等 多様 主体 協働 連

携して地域の課題を解決するしくみづくりが重要です。 

    本市  公共     提供 担 ⼿    ⺠間活⼒ 活⽤ 市⺠活動 充実     協

働 取組等 進        社会環境 市⺠意識 変化等 踏     多様 主体  互  特⻑

や強みを活かして、地域の課題解決に向けて主体的に取り組む協働・連携のまちづくりを、今まで以上に推

進していくことが求められています。 

この多様な主体による協働・連携の取組を深め、相乗効果を⽣み出すことで、これまでにない成果や新し

い事業モデルの構築など新たな価値を創出し、課題解決を⼀層促す社会変⾰（ソーシャルイノベーション）

につなげていきます。 

 

（４）市⺠主体       向  ⾃治機能 強化 

① ⼤都市制度改⾰ 推進 

⼈⼝や産業が集中する⾸都圏域で重要な役割を担う本市においては、市域のさまざまな課題について、

⼀元的 総合的 事務 権限    ⾃⼰解決⼒ ⾼    対応        市⺠     向上

を図っていくことが重要です。 

  実現 向    職員⼀⼈     地⽅分権改⾰ 意識       ⽇々 業務 取 組 中

で、既存のしくみに捉われずに課題を解決する⼿法として、権限移譲や規制緩和に係る改⾰提案を地⽅

等から募る「提案募集⽅式」を最⼤限に活⽤するなど、積極的に取り組むことが必要となっています。 

   医療 介護及 ⼦育 施策  幅広 社会保障⾏政    経費 著  増加 ⽼朽化等 

伴      整備   ⼤都市 抱  都市的課題  ⽣  特有 財政需要  現⾏制度    

事務配分 特例   移譲   事務 権限 必要 財源     税制上 措置 不⼗分     

から、⼤都市税源の拡充強化も必要となっています。 

市⺠本位 ⾃⽴的 ⾏財政運営 向   国 県   事務 権限 移譲 地⽅ 対  規制緩

和 税財源     移譲   市⺠ 関⼼ 理解 ⾼     特別⾃治市制度 創設 含  新 

な地⽅分権改⾰に向けた取組を推進します。 

 
 

② 区役所機能の強化 

⾏政  意欲   市⺠ 団体 参加 協働   地域 課題 解決        地域   顔 

⾒  関係            再構築 推進  ⼀⼈  多  市⺠ ⾃  住 地域 関⼼ 持  

    将来的  市⺠同⼠ ⽀ 合    地域 課題解決          重要    

「安⼼のふるさとづくり」に向けて、⾝近な課題は⾝近なところで解決するという補完性の原則に基づく地
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域 密着  ⾏政機関         担    ⾏政     提供 加  地域 実情 応     

市⺠同⼠                通   市⺠ 主体的 取組 促 役割 果        求

められています。 

地域で活動する団体や事業者などからの相談への対応や必要な情報の提供、マッチングなど、区レベル

での中間⽀援機能について検討を進め、「めざすべき区役所像」に基づく区役所機能の強化を推進しま

す。 

 

＜これからの区役所が果たすべき役割のイメージ＞ 

 
 

③ ⾃治体間連携の推進 

防災、環境問題などの本市だけでは解決できない広域的な課題や、少⼦⾼齢化の進展などに伴うさま

ざまな課題の解決に向けては、限られた⼈的・物的資源や地域資源を活かしながら、⾃治体間の連携に

  相互補完 ⾏    重要    

地域 課題解決 地域活⼒ 醸成のほか、さまざまな社会的な課題の解決 向   近隣都市 相

互に強みを活かせる都市、海外都市と積極的な⾃治体間連携を推進していきます。 

 

＜⾃治体間連携による地域の課題解決 例＞ 
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（５）「持続可能な開発⽬標（SDGs）」を踏まえた施策・事務事業の推進 

国際社会全体で取り組むべき普遍的な⽬標として、国連で採択された「2030 アジェンダ」が掲げる「持続

可能な開発⽬標（SDGs）」につきましては、国が平成 28（2016）年 定   実施指針」においても、

全国の地⽅⾃治体等による積極的な取組が必要であるとされています。 

住 続          経済成⻑ 気候変動対策   SDGs が掲げる⽬標は、本市を取り巻く課題

と共通するものが多いことから、総合計画においても、SDGs  理念 ⽬標 国 動向等 踏      各

施策・事務事業を実施するとともに、関連の深い分野別計画等との連携を図ることで、SDGs達成に向けた

取組の推進を担っていきます。 

 

（６）⾏財政改⾰第２期      基  ⾏財政改⾰ 推進 

① 市⺠満⾜度 ⾼ ⾏財政運営 推進 

市⺠満⾜度 ⾼ ⾏財政運営 向  必要 経営資源            情報 確保等 ⾏  

「川崎市総合計画」に掲げる政策・施策を着実に推進するため、平成 30（2018）年度  平成 33

（2021）年度   ４ 年 計画期間   ⾏財政改⾰第２期      基  ⾏財政改⾰ 進め

ます。 

     将来 ⾒据  課題解決 向  必要  

⼈材と最適な組織 

     市⺠満⾜度 向上 向  質 ⾼ 市⺠ 

サービス 

     中⻑期的視点 ⽴      ⼿法       

確保していく財源 

  情報 市⺠    地域課題 的確 把握   

   市⺠  情報共有 

 

② 基本理念 

前例 固定観念等 捉    市⺠⽬線 基本   発想 転換    ⾏財政運営 仕組み、⼿

法 ⾃⼰決定 ⾃⼰責任 変     ⾃律    ⾏財政運営 進展 向  次 ４  基本理念 

基  ⾏財政改⾰ 推進     

１ 市⺠    地域課題 的確 把握 

  多  市⺠ 納得 共感       市⺠本位 ⾏財政運営 向  市⺠    的確 把握

  地域 根差  課題解決 ⾏     

・  伝  広報  向  職員意識 醸成 

・ ＩＣＴの活⽤による効果的な情報発信 

・ 職員 積極的 現場 ⾜ 運      市⺠  課題 共有 

・ 継続的な情報交換の場の設置 

２ 市⺠      質的改⾰  推進 

市⺠満⾜度 ⼀層 向上 図    必要        質 ⾼      確実 届     

・ 地域の多様な主体との協働・連携に向けた区役所の果たすべき役割等を踏まえた最適な提供主体

の選択 

・ 将来 ⾒据  課題解決  創意⼯夫 

・ 地域の多様な主体の強みやニーズ等の的確な把握による効果的なマッチング 

・ ＩＣＴ 活⽤   利便性 向上 

・ 広域連携や、地⽅分権改⾰の推進 

行財政改革の位置付け 

50



   

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10

年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 

基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
⾏
管
理
・
評
価 

 

・ 世代間の受益と負担を考慮した再構築 

・ 優先順位付   当初⽬的 薄     ⾒直  

 

３ 市役所内部の「質的改⾰」の推進 

職員 市役所組織 質 向上 図    職員 意識改⾰ 組織⾵⼟ 醸成等 取 組     

・ 新  価値 創出 向  豊富 発想⼒ 改⾰意識 醸成 

・ 失敗を恐れないチャレンジ精神の醸成 

・ 地域 多様 主体 ⼒ ⼀層発揮          ⼒ 育成 

・ 新しいことを受け⼊れ、⽇常的に改善・改⾰を実践する⾵⼟の醸成 

・ 働きやすい、働きがいのある環境づくり 

４ 効率的 効果的 ⾏財政運営    持続可能 最幸     実現 

誰もが幸せを感じられる川崎がいつまでも続くよう、将来の⼈⼝減少への転換等に「備える」ため、将来

的 効果創出 ⾒据  効率的 効果的 ⾏財政運営 取 組     

・ 安全 安⼼ 市⺠     ⽀   簡素 効率的 効果的  機動的 組織 整備 

・ 多様な⼿法による財源の確保 

・ 施設 効率的 維持管理 保有量 最適化  
③  改⾰の実現に向けた基本的な姿勢（「３Ｄ改⾰」の推進） 

職員⼀⼈ひとりが、社会経済環境の変化を的確に捉え、広い視野や将来に「備える」視点を持ち、でき

  理由 探          ⽅法 考     意識    職場 起点   ⽇々 業務改善 市

⺠⽬線 取 組   全  市⺠                                       

「３Ｄ改⾰」を推進します。 

         各施策分野  多様化 増⼤化  市⺠    地域課題 対応  創意⼯夫  

る先駆的な取組に挑戦し、さまざまな成果を⽣み出すことで、「川崎モデル」と誇れる事業モデルの創出に

努めます。 

 

④  改⾰の取組 

取組１「共に⽀える」、取組２「再構築する」、取組３「育て、チャレンジする」の３つを改⾰の取組の柱

   質 ⾼ 市⺠     安定的 提供     組織 最適化  働 ⽅ 仕事 進 ⽅改⾰  

   業務改善等   効率的 効果的 事務執⾏ 将来 ⼈⼝減少  転換等 ⾒据   資産保

有の最適化」や多様な効果創出に向けた「財産の有効活⽤」などの資産マネジメント、さらには、こうした改

⾰ 着実 推進     職員 意識改⾰ ⼈材育成   取 組     

 

●取組１ 「共に⽀える」 

市政情報 積極的    分         伝     発信  市⺠       皆様 理解  

       市⺠参加 向  取組 推進       ⾏政 市⺠ 町内会 ⾃治会 社会福祉協議

会 市⺠活動団体 ＮＰＯ法⼈          事業者 

企業 ⼤学等 多様 主体  適切 役割分担      

ぞれの強みを活かした、協働・連携によるまちづくりを推進しま

す。 

   地域 課題解決 向   地域住⺠       地

域 構成  各主体 ⼒   ⼀層発揮   社会 構築 

るため、現場主義、対話主義の実践を通じて課題を的確に把

握     市⺠同⼠      共 ⽀ 合 地域    向

けた取組を推進します。 
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１ 参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進 

・ 市⺠⼀⼈    価値観        等 多様化          取 巻 環境 変化 中 多

様化 増⼤化  市⺠    地域課題 的確 対応     町内会 ⾃治会 市⺠活動団体

等、地域で活動するさまざまな主体の状況に配慮しながら、地域活動の活性化に向けた活動の担い

⼿ 増  取組  地域 住⺠同⼠ 共 ⽀ 合 地域    進       区役所の地域コー

ディネート機能の強化を図ります。 

・ 区    総合⾏政 推進 向  多様 主体 参加 協働    地域包括       構築

 地域防災⼒ 向上等 地域 課題解決 取 組          取組  多彩 経験 持  

⾼齢者 未来 担 若 世代     多  区⺠        ⼯夫        共 ⽀ 合 

地域づくりに向けたきっかけとしていきます。 

・ 地域課題の効果的な解決等に向けて、幅広い世代の参加を促進するとともに、社会福祉協議会

 分野   市⺠活動     団体 中間⽀援組織等  関係構築なども図りながら、協働・連携

を通じたボランティアや活動リーダー、コーディネーターの育成⽀援など、地域⼈材の発掘・⽀援に取り

組みます。 

２ 区役所改⾰の推進 

・ 区役所  地⽅⾃治法上 総合⾏政機関    ⼾籍 住⺠基本台帳 国⺠健康保険 ⼦育 

⽀援   市⺠ ⾝近      効率的 効果的  総合的 提供       地域 課題解決

 向  協働         市⺠  信頼関係 構築 向   来庁者     寄 添  丁

寧 対応  窓⼝ 混雑緩和 分     快適 庁舎環境 整備等 市⺠⽬線 ⽴  ⼯夫や

改善による職場起点の継続的なサービス向上に取り組みます。 

・ 市⺠同⼠ 互  ⽀ 合  参加 協働   課題解決 図   地域     区役所全体  

  継続的 市⺠     向上   向  執⾏体制 整備 取 組     

３ 市⺠  積極的 情報共有 推進 

・ 市政に関する情報を、課題も含め、ＳＮＳなどを活⽤した多様な⼿法により、分かりやすく、かつ効

果的 発信       職員 広報 対  意識 醸成               活⽤  広報

の強化、ブランドメッセージの活⽤等に取り組むことにより、「伝わる広報」の⼀層の推進を図ります。 

・ 市⺠⽬線 ⽴  施策 事業 推進     現場主義 対話主義 視点   ⼀層効果的 市

⺠参加 向  取組 推進       市⺠意⾒ 効果的 収集   市⺠    的確 把握

や、広聴業務に携わる職員のスキルアップ等に積極的に取り組むことなどにより、広聴機能の強化に向

けた取組を⼀層推進します。 

●取組２ 「再構築する」 

安全 安⼼ 市⺠     ⽀     ⾏政    役割 担  必要 市⺠     確実 提供 

      体制     効率化 可能 分野  委託化等    組織 最適化 推進         

    排除   簡素 効率的 効果的  活⼒  市役所 構築     

あわせて、社会経済環境の変化などに対応し、将来に「備え

  視点 踏   市⺠     再構築  施設保有量 

最適化・財産の有効活⽤等の資産マネジメント、債権確保策

の強化、出資法⼈の経営改善・活⽤、業務改善による事務

執⾏ 効率化       税財政制度 ⾒直  関  国

等  要望  取 組       多様化 増⼤化  市⺠

ニーズや地域課題に的確かつ迅速に対応できる、持続可能な

⾏財政運営 基盤    進     
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１ 市⺠     的確 対応 向  組織 最適化 

・ 社会経済環境 変化  市⺠    的確  迅速 対応 可能       責任 所在 明

確      基本   上  業務量 規模          簡素 効率的 効果的 執⾏体制

 構築 向   必要 ⾒直  ⾏     限   ⼈材 最⼤限 活⽤  組織 最適化 取 

組みます。 

・ 安全 安⼼ 市⺠     ⽀  ⾏政 役割      担  市⺠ 必要      確実 提

供     地域包括       危機管理体制 構築 待機児童対策 保育 質 確保 ⺠

間部⾨を適正に活⽤するためのモニタリングの推進等に向けた組織整備や職員配置に取り組み、執

⾏体制 強化 図     

・ 「⼀般⾏政 部⾨    ⼈⼝千⼈当   職員数（ 地⽅公共団体定員管理調査 （平成 28

（2016）年度））  他政令指定都市平均 ⽐較   多 状況     清掃 部⾨ 職員数

が多いことが、その⼀因となっていることから、引き続き、同部⾨も含め、事務・サービス等の⽔準を維持

    効率化 可能 分野  委託化等    執⾏体制 ⾒直  図     

２ 市⺠    向上 向  ⺠間部⾨ 活⽤ 

・ ⾸都圏 中央 位置  優位性 有  本市   質 ⾼ 市⺠     提供 可能   ⺠

間企業 数多 ⽴地         ⺠間市場 成熟 度合  踏   競争性 確保     

将来    必要 市⺠     確実 提供    質 ⼀層 向上 主眼    公 ⺠ 役割

分担 ⾒直    ⺠間部⾨ 最⼤限 活⽤  改⾰ 計画的 推進     

・ 公共建築物   道路 河川 公園等 公共空間 含  公共施設 整備 管理 運営   

 ⺠間部⾨ 活⽤     ＢＴＯ⽅式 ＢＯＴ⽅式        ⽅式（公共施設等運営権

制度）等 ＰＦＩ  都市公園法 基  公募設置管理制度（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ） 指定管

理者制度 施設 ⺠間  譲渡   ⼿法   公共施設 特性 状況 応  最 効果的  

  選択  ⺠間事業者 有       最⼤限 活⽤      最適 仕組     向  検

討を進めます。 

・ 市⺠     安全性 継続性等 担保     職員 主体的 意識     市   適正

なモニタリングや、これに基づく事業者との調整、さらには、これらの着実な実施に向けた体制、⼿法の

⾒直 等 通    質 ⾼      提供 向  ⺠間活⽤ 推進     

３ 給与制度 福利厚⽣事業 ⾒直  

・ 国 他都市等    給与制度 改正 動向   踏      職務 職責 勤務実績 基  

給与制度   ⼀層 確⽴ 図      適切 給与⽔準 確保 引 続 取 組     

・ 社会経済環境 変化 踏   福利厚⽣事業 ⾒直      検討 進     

４ ＩＣＴ 更  活⽤ 

・ ＩＣＴ    技術⾰新 急速 進展等   環境変化 的確 捉  市⺠     向上 ⾏

政運営 効率化 市⺠参加 協働 連携 促進 地域 活性化   多岐    ⾏政課題 解

決 向  ＩＣＴ 更  活⽤  情報     最適化         普及拡⼤等 取組 

推進します。 

・       制度 円滑 運⽤ 取 組      制度利⽤   更  ⼿続 簡素化     

    独⾃利⽤ 含  利便性 向上等 向  検討 進       他 ⾃治体等  情報

連携 円滑化 向  取組 推進します。 

・ 働き⽅・仕事の進め⽅改⾰とあわせたペーパーレス化や、モバイル端末の活⽤、モバイルワークの導

⼊等に取り組むとともに、ＡＩなどの新たなＩＣＴの活⽤等に向けた検討を進めます。 
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５ 債権確保策の強化 

・ 市税     債権 動産 差押           利⽤  公売   従来   取組 加   

滞納 累積化 未然 防⽌     滞納整理 早期 始動 滞納処分 迅速 着⼿  早期完

結 図 初動強化 取組 更 強化          政令指定都市第１位     更  収⼊

率 向上 図      収⼊未済額 縮減 取 組     

・ 国⺠健康保険料 市営住宅使⽤料等 税外債権    債権管理 適正化 滞納債権対策 

向けて、全庁⼀丸の体制のもと、職員の徴収のスキルアップに向けた取組や、庁内会議での収納対策

の成果やノウハウの共有等による徴収強化に向けた取組の検討・検証、各債権の状況、特性に応じ

      ⼿法 駆使          徴収強化 図  更  収⼊率 向上 収⼊未済額 縮

減に取り組みます。 

６ 戦略的 資産       

・ 中⻑期 ⾒据  施設 効率的 維持管理   財政負担 縮減 平準化  公共建築物総

量 管理   保有量 最適化 多様 効果創出 向  財産 有効活⽤ 図     施設 

⻑寿命化   資産保有 最適化   財産 有効活⽤  ３  戦略   資産       推進

します。 

・ 資産保有 最適化      利⽤者数 稼働率等 使⽤価値 ⼟地価格等 市場価値   

 施設単体 観点  市⺠    分布 利⽤    利便性等 勘案  施設配置等 広域的

 観点   将来 ⼈⼝減少  転換等 ⾒据   今後 施設 整備 活⽤⼿法 検討 進 

ます。 

・ 駅周辺等      創出 魅⼒的       推進 向   ⺠間事業者等  連携    

  公共空間 更  有効活⽤ 検討 進     

７ ⼊札 契約制度改⾰ 

・ 国等 制度改正 的確  迅速 対応       公共事業等 品質確保 図  ⼊札 契約

に   透明性 競争性 公平性 ⼗分 配慮       公正 制度 構築     

・ 優良 市⺠     提供 向  総合評価⼀般競争⼊札    評価項⽬ ⾒直  図   

   適切 分離分割発注 発注施⼯時期 平準化     地元企業 受注    環境   

に取り組みます。 

８ 資⾦ 調達 運⽤ 安定化 効率化 

・ 学識経験者 ⾦融市場関係者 意⾒ 参考      ⾦融市場 動向 的確 捉  多様 

⼿法 効果的 活⽤  資⾦調達 安定性 効率性 向上 図      確実  効率的 資⾦

運⽤による市場環境に応じた運⽤益の最⼤化に取り組みます。 

・ 資⾦計画 踏   ⽀払⽇ 調整   ⽇々 資⾦収⽀ 平準化      歳計現⾦等 効果

的 運⽤ ⾏  資⾦不⾜ 補 基⾦   借⼊額（繰替運⽤額） 縮減 図     

９ 特別会計の健全化 

・ 特定の歳⼊をもって特定の事業を推進するという特別会計の原則のもと、各特別会計における事業

 必要性 妥当性 検証     必要 市⺠     効率的 効果的 提供     事業運

営⼿法 ⾒直  進     

・ 収益事業   特別会計      ⼀般会計  繰出⾦ 更  確保   政策・施策の推進

に向けて、⼀層の収益拡⼤に取り組みます。 

・ 事業 実施 当     ⺠間事業者 連携  事業     創出 図    財政負担 軽減

に向けた取組を推進します。 
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10 公営企業の経営改善 

・ 本市   ⽔道事業 ⼯業⽤⽔道事業 下⽔道事業 ⾃動⾞運送事業 病院事業 ５事業 

          経営計画  基  経営 ⾏      地⽅公営企業  経済性 発揮 公共

 福祉 増進 経営 基本     経営 要  経費 経営 伴 収⼊    充  独⽴採算

制が原則とされており、この原則に基づきながら、経営環境の変化に的確に対応し、それぞれの事業の

状況 特性 応  事業⼿法 ⾒直 等 ⾏      更       向上 経営改善 推進 

ます。 

・ 市⺠⽣活 ⽀  各公営事業 円滑  安定的 推進  ための計画的な⼈材の確保や育成を

進       効率的 事業執⾏ 向  執⾏体制 整備 取 組     

11 出資法⼈の経営改善・活⽤ 

・ 社会経済環境 市⺠    変化   踏      出資法⼈ 役割 特性 応  ⾏政   

     ⽅ 関  検討 進  出資法⼈ 効率化 経営健全化   専⾨性等 踏   有効

活⽤  両⽴ 取 組     

・ 本市施策 事業  関係 踏   各出資法⼈ 事業実施 評価  進⾏管理 適切 ⾏   

    市⺠     向上 効率的 効果的 事業運営 実現 図     

12 地⽅分権改⾰の推進 

・ ⾃主的 ⾃⽴的 ⾏財政運営   市⺠     向上 向   平成 29（2017）年３⽉ 

策定した「新たな地⽅分権改⾰の推進に関する⽅針」に基づき、国や県からの事務・権限の移譲や

地⽅ 対  規制緩和 税財源 移譲等 ⼀層推進     特別⾃治市制度 創設 視野  

指定都市市⻑会等 連携     市⺠ 関⼼ 理解 深     更  取組 進     

13 内部 業務改善   事務執⾏ 効率化 

・ 業務     点検 ⾒直 等 取組 推進  定型的 反復的業務 集約化等    ⼀般職

員         専⾨性 ⾼ 事務             処理    削減  意思決定過程

 簡素化 迅速化 観点  ⾒直  進     

・ 事務     導⼊ 更改 当     安定的  効率的      構築          

事務⼿順 ⾒直 等 業務 再構築   業務改善 進     

・ 区役所    窓⼝     更  向上 向   各区役所 実施    事務改善等 先進

事例 他区 波及   取組 推進 図     

14 将来 ⾒据  市⺠    等 再構築 

・ 社会経済環境 市⺠    変化 的確 対応  将来     質 ⾼ 市⺠     安定

的 提供       将来 ⾒据  市⺠    等 再構築 取 組     

・ 必要性 効果等 検証   補助 助成⾦ ⾒直   受益 負担 適正化 観点   使⽤

料 ⼿数料 ⾒直  進       市⺠    等全般      必要性 市場性 将来 ⾒

据  持続可能性等 ⾒直  視点 基   事業 洗 出  ⾏  上  改善 ⾒直  進 

ます。 
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●取組３ 「育て、チャレンジする」 

前例 固定観念等 捉        課題解決 向 ⾃ ⾏動  常            川崎市

⼈材育成基本⽅針  基  計画的 ⼈材育成 職員 意識改⾰ 取 組      ⽇常的 各職場

起点の改善・改⾰を実践する組織⾵⼟の醸成に取り組

むことなどにより、市役所内部の「質的改⾰」を推進しま

す。 

   将来     質 ⾼ 市⺠     安定的 

提供していくため、職員⼀⼈ひとりがワーク・ライフ・バランス

を実現でき、多様な⼈材が活躍できる職場づくりに向けて、

職員 働 環境 整備 意識改⾰ 多様 働 ⽅ 推

進に取り組みます。 

１ 計画的な⼈材育成・有為な⼈材確保 

・ 職員⼀⼈     職場    原則   職員 ⾏動指針  基  ⾏動 徹底    取組 進

      市職員    ⾼ 倫理観 責任感 有     意識     感 持  職務 遂⾏ 

       ⼈材  専⾨性 ⾼ ⼈材 効率的 効果的        ⾏ ⼈材 地域 多様

 主体                ⼈材等 ⾏政           育成 推進     

・ 専⾨職種 専⾨性 技術⼒ 向上 技術 技能 継承 視点 含    細   ⼈材育成 

推進す    効率的 効果的 ＯＪＴ 研修 ⺠間企業等  派遣 各局区等 ⼈材育成計

画に基づく取組を推進します。 

・ 職員 専⾨的知識 能⼒ 活⽤ 向上 図    複線型⼈事制度 ⼈事異動     検証

 ⾏         効果的 職員 配置 推進       再任⽤職員     培    知識

と経験を効果的に活⽤する取組を推進します。 

・ 事務・技術の分野にかかわらず、市職員としてより⾼い資質と志を持った⼈材を確保するため、効果

的な職員採⽤に向けた取組を推進します。 

２ 職員 能⼒ ⼗分 発揮   環境    

・ 職員 能⼒ 最⼤限 発揮      個⼈ 組織間           活発化  互  助 合

 組織⾵⼟ 醸成    等    ⼼ 健康増進        不調 予防 体 健康 保持 増

進に向けた取組を推進するとともに、ワーク・ライフ・バランスを実現するための取組を推進します。 

・ ⼥性活躍 推進 障害者雇⽤ 拡⼤ 再任⽤職員 活⽤    地⽅公務員法等 改正   

⾮常勤嘱託員及 臨時的任⽤職員 制度変更  対応 進  全  職員 能⼒ ⼗分 発揮

し、活躍できる職場環境づくりに取り組みます。 

３ 職場起点 業務改善 推進 向  職員 改⾰意識 意欲 向上 

・ 全  職員  法令等 基  適正 事務 執⾏       市⺠     向上  事務量 

軽減     縮減 向   市⺠⽬線 ⽴  各職場 起点   業務改善 主体的 実践  

   職員 改⾰意識 意欲 向上 取 組     

・ 職員提案制度 業務改善事例発表会（     ☆        発表会）   職員 意欲

的 ⾏動 奨励    庁内  共有    他部署  改善意識 波及 図    取組 推進

します。 

・ 職員   気 働    持  職務 取 組     ⼈事評価制度 公正  効果的 運⽤ 

引き続き進めます。 
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（７）「今後の財政運営の基本的な考え⽅」に基づく財政の運営 

① 本市を取り巻く社会経済情勢の変化 

近年 社会経済情勢のもとで本市では、市税収⼊は堅調に推移しているものの、ひとり暮らし⾼齢者

 増加     医療 介護需要  対応 ⾃⽴  地域⽣活 向    細   障害者施策 推

進、共働きの世帯の増加などに伴う保育ニーズへの対応、防災・減災対策、都市機能の充実等により、

財政需要は増加し続けています。⼀⽅で、国全体では、地⽅⼀般財源総額が確保される中でも、本市

     消費税率 引上  延期     納税 影響   個⼈市⺠税 減収 法⼈市⺠税 国

税化等 税制改正   影響 ⼤  受     直⾯  ⾏政課題 対応     地⽅税財政制度

上 措置 ⼗分         ⼀般財源総額 ⼤  増加 ⾒込    状況         

平成 28（2016）年 3 ⽉に「今後の財政運営の基本的な考え⽅」を策定し、「収⽀フレーム」を持続

可能 ⾏財政基盤 構築 向  指針 位置付  財政運営 ⾏        策定       

間 本市 取 巻 環境 ⼤  変化  新  ⾏政課題  対応    財政需要    拡⼤   

      施策調整 取組     事務事業 ⾒直  ⽇常的 業務改善 改⾰ 実践   事務 

効率化   ⾏財政改⾰ 取組 着実 進  必要       

   近 将来   本市     少⼦⾼齢化     進展 ⼈⼝減少  転換 ⽣産年齢⼈⼝

の減少が想定          義務的経費 ⽐率 ⾼ 本市 財政状況 今後 極  厳  状況

      ⾒込      

 

近年 ⼀般財源 状況（当初予算） 
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義務的経費の予算額と当初予算に占める割合の推移 

 

② 今後の財政運営の基本的な考え⽅ 

①のような厳しい社会経済状況においても、多様化する課題への的確な対応など、「必要な施策・事業の

着実 推進   財政 健全化    持続可能 ⾏財政基盤 構築  両⽴ 向  次 基本的 考 

⽅に基づく財政運営を進めます。 

 

１ 効率的 効果的 事業執⾏ 推進 

公共施設 整備 管理 運営     指定管理者制度 ＰＰＰ ＰＦＩ  ⺠間活⼒ 活⽤   事業

 再構築   ⾏  施策 事業 効率化 進       資産         施設 ⻑寿命化 資産保

有 最適化 図      交通 流通 利便性 先端産業 研究開発機関 集積等  川崎 優     

シャルを活かした取組を通して、市内経済の活性化を図るなど、税財源の充実につながる取組を進めます。 

 

２ 財源確保に向けた取組の推進 

受益者負担の適正化や負担の公平性の観点から、市税等の債権確保策を強化するとともに、受益者負担の

原則 基  使⽤料 ⼿数料 設定 ⾏       庁舎等 余剰地 余剰床 貸付 広告事業  市有財

産の有効活⽤に取り組み、財源の確保に努めます。 

 

３ 将来負担の抑制 

市債 適切 活⽤      若 世代 ⼦        過度 将来負担         中⻑期的  

         （基礎的財政収⽀ 過去 債務 関  元利払  除  歳出  市債発⾏   除  歳

⼊  収⽀） 安定的 ⿊字 確保 努  市債残⾼ 適正 管理     

   減債基⾦（市債 償還財源 確保  財政 健全 運営 資     資⾦ 積 ⽴     ⽬的

 設置   基⾦）   借⼊⾦      計画的 返済 ⾏     

 

４ 「収⽀フレーム」に沿った財政運営 

持続可能 ⾏財政基盤 構築 向   指針    収⽀      沿  財政運営 ⾏   。 
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５ 財政運営の「取組⽬標」 

当⾯の財政運営の取組⽬標を次のとおり定めるとともに、財政状況を的確に把握するための指標を設定しま

す。 

●取組⽬標 

継続的な収⽀の均衡 

平成 36（2024）年度   減債基⾦   新規借⼊  ⾏     収⽀均衡 図     財政運営 

⾏    後      継続的な収⽀均衡を図ります。 

 

           安定的 ⿊字 確保 

市債 適切 活⽤     あわ  市債残⾼ 適正 管理  中⻑期的            安定的 

⿊字 確保   。 

 

減債基⾦借⼊⾦ 計画的 返済 

減債基⾦借⼊⾦      将来 市債償還 ⽀障 及       範囲 ⾏       借⼊    

  臨時的 対応    早期 解消 必要        市⺠     安定的 提供  財政状況のバラ

ンスに配慮しながら、可能な限り早期の返済に努めます。 

 

※ 「収⽀フレーム（案）」においては、財政状況を勘案して、平成 37（2025）年度以降 20 億円の返済額を仮計上しています

  毎年度 予算編成 決算 中  可能 限 借⼊額 圧縮 返済額 増額 努        

 

●財政指標 

持続可能 ⾏財政基盤 構築 向  取組状況 財政状況 的確 把握     財政指標     

での推移等も踏まえ、次のとおり設定します。 

   財政指標        結果 分析 評価 ⾏       内容 施策判断等 活⽤     重

要        適宜 指標⾃体 ⾒直  新  設定 ⾏    必要        今後    検討等

 継続  ⾏      。 

 

〔収⽀状況〕 

各会計 単年度 収⽀  ⾚字        設定     

 実質⾚字⽐率‥【普通会計】⾚字とならないこと（Ｈ28（2016）決算 ⾚字となっていない） 

 連結実質⾚字⽐率‥【全会計】⾚字とならないこと（Ｈ28（2016）決算 ⾚字となっていない） 

 

〔財政構造 弾⼒性〕 

 経常収⽀⽐率‥【普通会計】 97％以下（Ｈ28（2016）決算  100.4％） 

市税等 経常的 ⼀般財源  経常的 歳出   程度使       表     臨時的 歳出 

使  歳⼊ 余⼒ 財政 弾⼒的 対応⼒ ⽰    

  ※ 現状の財政構造においては、社会保障関連経費などの対⼈サービスが増加し、⼤きな割合を占めている

   特徴             率 ⾼ 状況 続       本市   ⾃⽴⽀援 就労⽀援  

に取り組み、社会保障関連経費の増加ペースの低減に努めています。 

  ※ 減債基⾦   借⼊ ⾏       平成 23（2011）年度（96.9％）程度 数値  当⾯ ⽬

標として設定します。 

・市税収⼊に対する義務的経費の割合‥【普通会計】100％以下（Ｈ28（2016）決算 110.0％） 

義務的経費（⼈件費 扶助費 公債費）    程度市税 賄    表    
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〔将来負担〕 

・プライマリーバランス‥ ⼀般会計 中⻑期的 安定的 ⿊字 確保（Ｈ17（2005）決算以降 ⿊字） 

過去 債務 関  元利払  除  歳出  市債発⾏   除  歳⼊  収⽀ 表    

  ※             ⼀定 ⿊字幅 持  安定的 推移  場合   市債残⾼ 抑制 縮減  

ながります。 

 市⺠⼀⼈   市債残⾼‥【普通会計】指定都市平均以下 

（Ｈ28（2016）決算 563,353 円、指定都市平均 664,992 円） 

将来 ⼈⼝減少局⾯ ⾒据  公債費負担 推移 表    

 実質公債費⽐率‥【普通会計】 18％未満（Ｈ28（2016）決算 7.2％） 

将来負担すべき公債費、あるいはこれに準ずる経費の⼤きさを、標準的な税収⼊等を基準に表すもの 

 将来負担⽐率‥【普通会計】400％未満（Ｈ28（2016）決算 118.3％） 

市債残⾼や職員の退職⼿当など、将来負担すべき実質的な負債の⼤きさを、標準的な税収⼊等を基準

に表すもの 

 将来負担返済年数‥ 普通会計 中⻑期的 低減（Ｈ28（2016）決算 19.0 年） 

将来負担額  充当可能財源 控除  実質的 将来負担額  将来負債 返済 充当可能 単年

度収⼊ 何年分 相当    表    

 

〔企業会計等の経営健全化〕 

 基準外繰出⾦‥ 普通会計 縮減 規律 確保（Ｈ28（2016）決算 前年  縮減） 

各会計 健全 財政運営 促 観点   法令等 基    繰出     縮減等 図    設定

するもの 

 資⾦不⾜⽐率‥ 企業会計 資⾦不⾜ ⽣     （Ｈ28（2016）決算 資⾦不⾜       ） 

企業会計   資⾦不⾜額 ⼤    事業規模 基準 表    

 負債⽐率‥ 全会計 出資法⼈ 中⻑期的 低減（Ｈ28（2016）決算 44.4％） 

連結バランスシートにおいて、資産形成のために⽣じた負債合計の⼤きさを、資産合計を基準に表すもの 

 

６ 今後の予算計上（歳出）の考え⽅ 

今後の予算計上（歳出）にあたっては、次の考え⽅を基本的な姿勢として進めることとします。 

 

（１）計画的に進める⼤規模な投資的経費（新規分） 

新規事業      財政状況 事業      事業効果等        勘案     次期以降 実

施計画 策定作業 毎年度 予算編成 過程       事業 熟度 踏    事業着⼿時期   検

討し、計画的に進めていきます。 

 

（２）計画的に進める⼤規模な投資的経費（継続分） 

これまで計画的に進めてきた継続的な事業については、事業進捗に応じた所要額を計上します。 

 

（３）基礎的な投資的経費 

公共施設 維持補修 ⻑寿命化 取組    駅周辺            基礎的 投資的経費   

   経常的      ⼀定 枠 確保 図      効率的 効果的 整備⼿法 活⽤ 図   。 

 

（４）⼀部の社会保障関連経費（投資的経費を含む） 

社会保障関連経費      引 続 増加 ⾒込      ⾃⽴⽀援 取組等    極⼒増加   

の低減を図りながら、所要額を計上します。 
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（５）公債費（諸費を除く） 

投資的経費 動向等 踏   適切 市債 活⽤    償還 係 所要額 計上       あわせてプ

          安定的 ⿊字 確保 努     市債残⾼ 適正 管理   。 

 

（６）管理的経費 

庁⽤経費 施設管理経費   管理的経費      所要額 計上       あわ  効率的 効果

的 事務事業 執⾏等   経費 抑制 図    引 続 ⼈件費 抑制 努   。 

 

（７）政策的経費（⼀部の社会保障関連経費を除く） 

直接 市⺠⽣活  影響   事業等 政策的経費      所期 ⽬的 達成     所要額 計

上するとともに、あわ  事業執⾏上 ⼯夫 必要 ⾒直  重点化 進      経費総額 調整 図  

す。 

 

７ ⾏財政改⾰ 取組 

 総合計画  掲  施策 事業 着実 推進 財政 健全化   持続的 ⾏財政基盤 構築 両⽴ 

向   収⽀      沿  計画的 財政運営 寄与     切 ⽬   ⾏財政改⾰ 取組 推進  

す。 

⾏財政改⾰ 取組      収⽀    (案)」に反映したものは、次のとおりです。 

（各年度 改⾰ 取組 効果  翌年度予算 反映    ） 

 

  
＜改革の取組　一般会計分＞ （単位　億円）

Ｈ30予算
(2018)

Ｈ31見込
(2019)

Ｈ32見込
(2020)

Ｈ33見込
(2021)

Ｈ34見込
(2022)

①債権確保策の強化 7 7 7 7 7

②財産の有効活用 4 4 4 4 4

③組織の最適化（人件費の見直し） 9 9 9 9 9

④その他（市役所内部改革や市民サービスの再構築等） 6 6 6 6 6

合 計 26 26 26 26 26

＊　②・③・④については、次年度以降も効果が継続するものとして算定しています。
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（単位　人）

Ｈ27
(2015)

Ｈ32
(2020)

Ｈ37
(2025)

Ｈ42
(2030)

Ｈ47
(2035)

総数 1,475,200 1,537,000 1,572,700 1,586,900 1,583,200

0～14歳 187,700 195,600 200,100 201,900 193,200

　（うち0～4歳） 66,200 73,600 71,700 69,600 64,900

15～64歳 1,000,100 1,019,100 1,028,100 1,009,900 974,900

65歳以上 287,300 322,200 344,600 375,100 415,100

　（うち75歳以上） 132,100 168,800 205,200 218,700 222,800
※それぞれの数値を十の位で四捨五入しているため、区分の合計が総数と合わない場合があります。

10月1日現在

＜資料＞ 収⽀フレーム（案）【⼀般財源ベース】 

 収⽀       持続可能 ⾏財政基盤 構築 向  指針    今後 5 年間     収⽀     

 沿  財政運営 ⾏        市⺠    社会経済状況   本市 取 巻 環境変化等 的確 対

応     実施計画 策定時       必要 ⾒直  ⾏      具体的 取組      毎年度 

予算     適切 対応        

この「収⽀フレーム（案）」は、平成 30（2018）年度当初予算       川崎市将来⼈⼝推計  国

  中⻑期 経済財政 関  試算 等 基礎      活⽤   総合計画第 2 期実施計画案   ⾏財政

改⾰第 2 期プログラム案」の平成 30（2018）年度以降 取組 反映  算定        
○川崎市将来⼈⼝推計【Ｈ29（2017）年 5 ⽉】    

 

 

 

 

 

 

○中⻑期 経済財政 関  試算 Ｈ29（2017）年 7 ⽉・内閣府】 

 

 

 

 

 

 

※収⽀フレーム（案）の歳⼊は、上記のベースラインケースを基本に算定していますが、参考に経済再⽣ケースも掲載しています。 

 

 

  

（単位　％程度）

Ｈ28

(2016)

Ｈ29

(2017)

Ｈ30

(2018)

Ｈ31

(2019)

Ｈ32

(2020)

Ｈ33

(2021)

Ｈ34

(2022)

Ｈ35

(2023)

Ｈ36

(2024)

Ｈ37

(2025)

ベースライン
名目成長率 1.1 2.5 2.5 1.9 1.6 1.3 1.3 1.2 1.2 1.2

ケ ー ス 消費者物価 0.0 1.1 1.3 1.8 1.8 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

名目成長率 1.1 2.5 2.5 3.6 3.9 3.7 3.9 3.8 3.8 3.9

消費者物価 0.0 1.1 1.3 2.3 2.5 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
※Ｈ28(2016)は実績値

年度

（ 参 考 ）

経済再生

ケ ー ス
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収支フレーム（案）（平成 30（2018）～34（2022）年度）【一般財源ベース】 
 

収⽀均衡に向けて、平成 30（2018） 34（2022）年度 ５年間  収⽀      位置

付け、その後の平成 35（2023） 39（2027）年度 ５年間  収⽀⾒通   視野 置  

   財政運営 ⾏     
 

＊ 歳⼊  国 経済⾒通                ⾒込  基本        

＊ 歳⼊ 歳出   過去 減債基⾦借⼊⾦ 除     。 

 

  

（単位　億円）

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027)

3,536 3,591 3,614 3,645 3,689 3,731 3,749 3,799 3,833 3,845

250 242 321 343 331 334 320 342 364 350

122 114 127 137 137 136 136 136 135 135

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

普通交付税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

臨時財政対策債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

106 108 108 109 110 108 106 104 101 99

10 10 10 10 10 0 0 0 0 0

70 70 70 70 70 70 50 20 20 20

4,094 4,135 4,250 4,314 4,347 4,379 4,361 4,401 4,453 4,449

減債基金借入金　返済 0 0 0 0 0 0 0 20 20 20

309 286 299 307 294 231 214 196 244 252

未定枠 0 0 0 0 0 0 0 0 50 50

大規模な投資的経費（新規分） 0 0 0 0 0 1 2 2 3 3

大規模な投資的経費（継続分） 142 108 145 144 139 57 43 27 27 33

基礎的な投資的経費 167 178 154 163 155 173 169 167 164 166

一部の社会保障関連経費 940 977 1,022 1,048 1,077 1,108 1,130 1,152 1,174 1,200

高齢者福祉 283 295 309 320 333 345 358 373 388 405

障害者福祉 202 208 223 220 225 229 234 238 243 248

生活保護 146 147 148 149 150 151 152 153 154 155

保育事業（待機児童対策） 268 286 301 318 328 342 345 347 348 351

小児医療費助成 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41

公債費（諸費を除く） 722 714 710 713 723 732 722 696 671 662

管理的経費・政策的経費 2,319 2,316 2,309 2,310 2,302 2,315 2,289 2,288 2,283 2,286

職員給与費 1,238 1,238 1,238 1,238 1,238 1,238 1,238 1,238 1,238 1,238

管理的経費 429 428 437 436 433 438 415 415 415 414

中学校給食（ＰＦＩ分） 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22

政策的経費 630 628 612 614 609 617 614 613 608 612

4,290 4,293 4,340 4,378 4,396 4,386 4,355 4,352 4,392 4,420

▲ 196 ▲ 158 ▲ 90 ▲ 64 ▲ 49 ▲ 7 6 49 61 29

196 158 90 64 49 7 0 0 0 0

550 708 798 862 911 918 918 898 878 858減債基金からの借入残高　想定額

減債基金からの新規借入　想定額

収　　　　　　支

普通交付税・臨時財政対策債

地方譲与税・その他の県交付金

行政改革推進債

退職手当債

その他一般財源

歳　入　合　計

投資的経費

歳　出　合　計

地方消費税交付金

収　支　見　通　し収　支　フ　レ　ー　ム

市税
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◎減債基金借入金の返済について
減債基金借入金については、将来の市債償還に支障を及ぼすことがない範囲で行っていますが、借入はあくま

でも臨時的な対応であり、早期の解消が必要であることから、市民サービスの安定的な提供と、財政状況のバ

ランスに配慮しながら、可能な限り早期の返済に努めます。

（「収支フレーム（案）」においては、財政状況を踏まえ、平成37(2025)年度以降20億円を仮計上しています。）

(1) 計画的に進める大規模な投資的経費（新規分）・未定枠

新規事業については、財政状況や事業ボリューム、事業効果等のバランスなどを勘案し

ながら、次期以降の実施計画の策定作業や毎年度の予算編成の過程などにおいて、事

業の熟度を踏まえて、事業着手時期などを検討し、計画的に進めていきます。

＊平成38（2026）年度以降、現時点では使途を決定していない50億円程度／年の「未定枠」を計上

(2) 計画的に進める大規模な投資的経費（継続分）

これまで計画的に進めてきた継続的な事業については、事業進捗に応じた所要額を

計上します。

(3) 基礎的な投資的経費

公共施設の維持補修や長寿命化の取組のほか、駅周辺のまちづくりなどのための基

礎的な投資的経費については、経常的なものとして一定の枠の確保を図るとともに、

効率的・効果的な整備手法の活用を図ります。

(4) 一部の社会保障関連経費

社会保障関連経費については、引き続き増加が見込まれますが、自立支援の取組等

により、極力増加ペースの低減を図りながら、所要額を計上します。

＜内訳＞

高齢者福祉、障害者福祉、生活保護、保育事業（待機児童対策）、

小児医療費助成

＊投資的経費に分類される保育所整備補助金等を含む

(5) 公債費（諸費を除く）

投資的経費（(1)～(3)）の動向等を踏まえ、適切に市債を活用し、その償還に係る所要

額を計上するとともに、併せてプライマリーバランスの安定的な黒字の確保に努めるな

ど、市債残高を適正に管理します。

(6)(7) 管理的経費・政策的経費

管理的経費について、効率的・効果的な事務事業の執行等による経費の抑制を図る

とともに、政策的経費についても、事業執行上の工夫や必要な見直し・重点化を進め

ることで、経費総額の調整を図ります。

＜内訳＞

職員給与費、施設管理運営費、防災・教育・環境・産業振興・スポーツ振興・文化振興

等のソフト系事業、中学校給食推進事業（ＰＦＩ分）など

計上の考え方
改革の取組

【歳入】

・債権確保策の強化

・受益者負担の適正化

・財産の有効活用など

【投資的経費】

・施設の長寿命化

・資産保有の最適化

・効率的・効果的な整備手法の活用

など

【社会保障関連経費】

・自立支援・学習支援

・サービスの再構築

・社会保障関連施設の民間譲渡

など

【公債費】

・適正な市債残高管理

・プライマリーバランスの安定的な

黒字の確保

【管理的経費・政策的経費】

・民間活用

・協働・連携

・組織の最適化

・ＩＣＴの活用など
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